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秤

料

料

料

室

香

iiH

消

辺

局 相 当 部 相 当 課 相 当 か い 等 係 相 当 ォ

議 会 事 政 局 1 2 5

共 済 組 合 事 務 局 を 除 く

保 育 園 (2 1 )を 除 く

掴 夏 姿 雲書 芸 よ 芸 芸 雷 雲 芸 、 産 院 の

学 校 、 共 同調 理 場 を 除 く

会 計 室 1 2

市 長 室 1 3 2

企 酉 調 整 局 1 3 9

総 務 . 局 1 4 1 2 2 24

市 民 生 活 局 1 7 1 7 27 2 4

健 康 福 祉 局 1 3 2 0 7 7 5

環 境 保 全 局 1 3 l l 4 2 8

経 済 振 興 局 1 5 1 8 10 3 5

都 市 整 備 局 1 5 ′16 4 3

建 設 局 1 5 15 5 41

市 民 病 院 1 1 3 1 7

消 防 局 1 8 ll 5 4

市 長 事 務 部 局 計 10 37 132 67 33 3

交 通 局 1 5 3 ll

水 道 局 1 2 9 2 3 7

教 委 事 務 局 1′ . 6 27 1 16

監 査 事 務 局 1 2

人 事 委 事 務 局 1 2

選 管 事 務 局 1 2 4

農 委 事 務 局 1 4

総 計 15 4 9 18 1 73 4 12



2　歴　代　市　長

代 氏 名 就任年月日 退任年月日 代 氏 名 就任年月日 退任年月日

1 杉村 大人 明22. 5. 6 明26. 7. 9 12 石坂 繁 昭20.10. 昭21. 3.ll

2 松崎 為己 *26. 9.15 " 30. 8. 2 13 -14 福田 虎亀 '-21. 6.14 * 23. 2. 9

3 辛島 格 "30. 9.13 大 2. 1一20 15 佐藤莫佐男 . 4. 7 " ll. 3. 7

4 LULU ft - 大 2. 4. 2 サ 3.10.10 16 林田 正治 蝣27. 3.20 " 31. 2.2

5 依田 昌今 * 4. 1.14 " 6. 9. 3 17 - 18 坂口 主税 ・31. 3.16 i. 1. 4

6 佐柳 藤太 * 6.ll.20 " 10.ll.19 19 -20 石坂 繁 蝣38. 2.15 * 45.ll.5

7 高橋 守雄 ll. 1.19 " 14. 7.13 21- 24 星子 敏雄 "45.12.20 " 61.12. 6

8 辛島 知己 " 4. 9.14 昭 4. 7. 4 25 -26 田尿 靖幹 ク61.12. 7 平 6.12. 6

9 山田 珠一 昭 5. 2. 5 サ 9. 4.17 27 三角 保之 平 6.12. 7 -5-10.12. 6

10

ll

山隈 康

平野 龍起

ク 9. 5.14

" 17. 6.25

* 17. 5.13

'- 20. 8.10

28 三角 保之 *10.12. 7 在 任 中

3　職　　員　　数　　　　　　　　　　　(平11.4.1現在)

区 分 定 数 現 員 数

市 長 事 務 部 局 4,113 1,106

議 会 事 務 . 局 2白 27

選挙 管理 委 員会 事 務 局 22 21

監 査 事 務 局 17 17

教育 委 員会 事務 局 及 び
学校 そ の他 の教 育 機 関

人 事 委 員 会 事 務 局

1,040 942

16 13

捕 . 防 局 631 620

農 業 委 員 会 事 務 局 27 22

交 通 局 499 462

水 道 局 407 381

計 6,800 6,611

4　給

(1 )局別職員給料

与

(平11.4. 1現在)

区 分

局 別

給 料 月 額
平 均 年 齢 .

. 平 均

勤 続 年 数
最 高 最 低 平 均

市 長 事 務 部 局 656 ,1 0 0 円 150 ,2 0 0 円 3 39 ,4 0 6 円 3 9歳 10 月 16 年 7 月

議 会 .事 務 局 557 ,7 0 0 2 2 8 ,0 0 0 3 5 8 ,12 2 4 1 1 0 1 7 1 0

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 535 ,4 0 0 1 7 2 ,1 0 0 3 8 9 ,5 9 5 4 4 1 0 2 2 1 0

監 査 事 務 局 540 ,0 0 0 2 3 5 ,6 0 0 3 8 0 ,4 7 6 4 2 9 2 0 3

教 育 委 員 会 事 務 局 57 7,1 0 0 1 5 5 ,5 0 0 3 7 3 ,0 1 2 4 3 1 1 1 7 3

人 事 委 員 会 事 務 局 56 2,7 0 0 2 0 1 ,1 0 0 3 4 9 ,6 1 5 3 9 2 1 6 2

消 防 局 57 7,1 0 0 1 6 1 ,0 0 0 3 5 1 ,1 9 7 l l 1 9 2

農 業 委 貞 会 事 務 局 53 0,6 0 0 1 7 7 ,8 0 0 3 6 5 ,6 0 9 4 2 3 2 0 7

交 通 局 52 5 ,6 0 0 15 0 ,2 0 0 3 0 0 ,2 3 5 4 1 4 1 4 0

水 道 局 54 4 ,6 0 0 15 5 ,5 0 0 3 4 1 ,1 3 0 3 9 8 1 7 9

全 体 6 56 ,1 0 0 15 0 ,2 0 0 3 4 3 ,1 1 1 4 0 7 1 6 1 0
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(2)初任給基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平11. 4. 1現在)

区 分 職 種 試 験 学 歴 免 許 等
初 任 給

級 号 給 金 額

般

職

H

袷

料

秦

般

正
規

の
読
顔

上 級 職 2 5 18 4 ,00 0 円

初 級 職 1 5 150 ,20 0

保 母 短 大 卒 1 7 161 ,00 0

獣 医 師 新 大 6 卒 2 8 2 01 ,10 0

薬 剤 師 大 学 卒 2 5 18 4 ,00 0

栄 養 士
大 学 卒 2 5 18 4 ,00 0

短 大 卒 2 3 172 ,60 0

保 健 婦

助 産 婦

大 学 卒 2 5 18 4 ,00 0

短 大 3 卒 2 4 178 ,30 0

看 護 婦
短 大 3 卒 1 9 172 ,100

短 大 2 卒 1 8 166 ,5 00

診 療 放 射 線 技 師

臨 床 検 査 技 師

大 学 卒 1 10 177 ,8 00

短 大 3 卒 1 9 172 ,100

歯 科 P 衛 生 士
短 大 2 卒 1 8 166 ,5 00

新 高 4 卒 1 7 16 1,0 00

理 学 療 法 士 短 1 大 3 卒 1 9 172 ,100

視 能 訓 練 士 短 大 3 卒 1 9 172 ,100

臨 床 工 学 技 士
大 学 卒 1 10 177 ,8 00

短 大 3 卒 1 9 172 ,100

学 芸 員 大 学 卒 2 5 184 ,0 00

そ の 他

大 学 卒 2 5 184 ,0 00

短 大 卒 1 7 16 1,0 00

高 校 卒 1 5 150 ,2 00

中 学 卒 1 2 135 ,8 00

消 給
笠 科

貞 表

上 級 消 防 職 正
規

の
読

験

上 級 職 1 10 194 ,9 00

初 級 消 防 職 初 級 職 1 4 16 1,0 00

医 職 給
料

療 貞 衷

医 師

歯 科 . 医 師

博 士 課 程 修 了 一 1 8 33 1,0 00

新 大 6 卒 1 2 24 1,0 00

n
育

職
袷

料
表

教 諭

養 護 教 諭

′教 員

博 士 課 程 修 了 2 9 . 260 ,4 00

修 士 課 程 修 了 2 5 21 7,100

大 学 卒 2 2 19 5,100

短 大 卒 1 4 164 ,200

講 師
養 護 助 . 教 払

ii'. ' ,・・ " '1
実 習 助 手

大 学 卒 1 7 19 1,600

短 大 卒 1 4 164 ,200

高 校 卒 1 . 2 150 ,4 00

教

zA=tR
敬

袷
料
表

教 諭

博 士 課 程 修 了 2 12 260 ,4 00

修 士 課 程 修 了 2 8 21 7,100

大 学 卒 2 5 19 5,100

短 大 卒 2 2 16 6,4 00

請 . 節

助 教 諭

大 学 卒 1 7 19 1,600

短 大 卒

高 . 校 卒

1

1

4

2

164 ,200

150 ,4 00
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(3)特別職の給料及び報酬

区 分 現行給料月額 適 用 年 月 日 改正前 給料 月額 適用年月 日

市 長

助 役

収 入 役

常 勤 監 査 委 員

企 業 管 理 者

教 育 .長

1,178,000 円

920,000

826,000

716,000

728,000

728,000

平 10. 4 . 1

//

//

//

//

//

1 ,159 ,000 円

905 ,000

813 ,000

705 ,000

717,000

571,600

平 !. 4 . 1

'/

〟

<蝣

/,

/,

区 分 現 行 報 酬 額 適 用 年 月 日 改 正前 報 酬 額 適 用 年 月 日

教 育 委 員 会
委 員 長 月 額 14 6 ,0 0 0円 平 1 0 . 4 . 1

'/

14 4 ,0 0 0 円 平 9 . 4 . 1

/I委 員 月 額 3 ,0 0 0 8 8 ,0 0 0

監 査 委 員

識 見 を有 す る者 の う ちか ら選 任 さ

れ た 監 査 委 員 ( 非 常 数 )
月 額 13 9 ,0 0 0 //

平 1 0 . 4 . 1

13 7 ,0 0 0 一ケ

平 i. 4 . 1市 議 会 議 員 の うち か ら選 任 され た

監 査 . 委 員
月 額 7 2 ,0 0 0 7 0 ,0 0 0

人 事 委 員 会
委 貞 長 月 額 16 7 ,0 0 0 平 1 0 . 4 . 1

〟

16 5 ,0 0 0 平 9 . 4 . 1

詛委 員 月 額 14 0 ,0 0 0 13 9 ,0 0 0

選 挙 管 理

委 員 会

委 員 長 月 額 9 2 ,0 0 0 /s

*

平 4 . 1 . 1

9 0 ,00 0 /I

//

昭 6 1 . 4 . 1

委 員 月 額 6 0 ,0 0 0 5 9 ,00 0

臨時に選挙管理委員に充て られた補充貞 日 額 10 ,0 0 0 7 ,00 0

投 票 管 理 者 及 び 開 票 管 理 者 1 回 につ き13 ,0 0 0 平 10 . 6 . 1 l l ,00 0 平 4 . 4 . 1

選 挙 長 1 回 につ き13 ,0 0 0 o l l ,00 0 //

投 票 立 会 人 、 開 票 立 会 人 及 び 選 挙 立 会 人 1 回 につ き12 ,0 0 0 ', 1 0 ,00 0 //

固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会 . 委 員 日 額 10 ,0 00 平 4 . 1 . 1 7 ,0 00 昭 6 1 . 4 . 1

農 業 委 員 会

会 長 月 額 92 ,0 00 平 10 . 4 . 1

〟

//

9 0 ,0 0 0 平 9 . 4 . 1

->

//

副 会 長 、 部 会 長 及 び 副 部 会 長 月 額 60 ,0 00 5 9 ,0 0 0

部 会 の 委 員 及 び そ の 他 の 委 員 月 額 56 ,0 00 5 5 ,0 0 0

そ の 他 の 非 常 勤 の 職 員

上 記 に掲 げ る 特 芳

外 の 特 別 職 の 職 員 L

の 額 は 、 年 額 報 酬

3 0 0 ,0 0 0 円 、 月 額 報

2 5 0 ,0 0 0 円 、 日額 報

10 ,0 0 0円 、 時 間 額 報

は 1 ,0 0 0 円 (医 師等

殊 性 そ の他 特 別 の 事

に必 要 が あ る と認 め

年 額 報 酬 に あ っ て は

月額 報 酬 に あ っ て は

日額 報 酬 に あ っ て は

を越 え な い 範 囲 内 で

規 則 で 定 め る

り職 の 職 員 以

こ対 す る 報 酬

に あ っ て は

酬 に あ っ て は

酬 に あ っ て は

酬 に あ っ て

そ の 職 務 の 特

由 に よ り特

た 場 合 は 、

4 0 0 ,0 0 0 円 、

6 0 0 ,0 0 0 円 、

3 0 ,0 0 0 円 )

や、 条 例 及 び

予 算 の 範 囲

内 に お い て

市 長 が 定 め

る額

昭 63 . 4 ー1
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(4)旅　　費(熊本市職員等の旅費支給に関する条例(抜すい))
(平10. 4. 1施行)

区 分 鉄 道 賃 船 賃

日 当

( 1 [∃につ き)

宿 泊 料

( 1 夜 につ き)

食 卓 科

( 1 夜 に

つ き)

1号

市 長 . 助 役 運賃 の等 級 を 2 階 級 運 賃 の 等 級 を 3 階 級 円 円 円

. 収 入 役 に区分す る線路にあっ

て は上 級 の 運 賃 、 運

賃 の等 級 を設 けな い

に区分 す る舟朗白にあっ

て は中 級 の 運 賃 、 2

階 級 に区 分 す る 船 舶

3 ,6 0 0 1 7 ,8 0 0 3 ,6 0 0

2

企 業 管 理 者 .

3 ,0 0 0 1 4 ,8 0 0 3 ,0 00

常 勤 の 監 査 委 線路 に あ っ て はそ の に あ って は上 級 の 運

員 . 教 育 長 . 8 乗車 に 要す る運 賃 及 賃 0 た だ し、 鉄 道 連

級 及 び 9級 の 職 び特 別 車両 料 金 を徴 絡 船 にあ って は鉄 道

務 に あ る者
す る 客 車 を運 行 す る

もの に よる旅 行 を す

る場 合 に は特 別車 両

料 金 (特 別車 両 料 金

にあ って は 、.1 号 区

分 の 適 用 を受 け る 者

に 限 る0)

運 賃 に同 じ0

3

3 級 か ら 7 級 ま

で の 職 務 に あ

る 者

2,60 0 13 ,10 0 2 ,6 0 0

4

1 級 及 び 2 級 の

職 務 に あ る者 2 ,2 0 0 1 0 ,9 00 2 ,2 0 0

(注)

1　普通急行列車、準急行列車又は特別急行列車を運行する線路による片道50km以上の旅行には鉄道

賃のほかに普通急行料金、準急行料金又は特別急行料金を支給する0

2　船賃の額は、はしけ賃及びさん橋賃を含むものとし、公務の必要により別に寝台料金を必要とした

場合には、船賃のほかに現に支払った寝台料金を支給する。

3　「何級の職務」とは、熊本市一般職の職員の給与に関する条例(昭和26年条例第5号)第3条第2項

第1号に規定する一般職職員給料表による当該級の職務及び一般職職貞給料表の適用を受けない者に

ついて市長が定めるこれに相当する職務をいう。
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5　総 合 計　画

●

基本構想(抜すい)

(1)基本的考え方

ア　基本構想の意義

この基本構想は、市民と行政が一体となった今後の都市づくりの目標として、将来の熊本市像を措き、こ

れを実現するための基本方策を明らかにするものである。

これに基づいて別に定める基本計画、実施計画とあわせて、総合的・計画的な市政運営の指針とする。

イ　基本構想の期間と将来人口

この基本構想は、おおむね21世紀初頭を目途とする。

また、平成12年(西暦2000年)における熊本市の人口は70万人程度、近隣の市町村を含めた広域都市圏の

人口は100万人程度になるものと想定する。

ウ　21世紀へ向けた都市づくり

(基本姿勢)

都市の主役は市民である。広範な市民の参加のもとで、市民の創意とエネルギーを結集した都市づくりを

すすめる。

また、都市経営の視点に立って、行財政の効率的運営はもとより、市民と行政がそれぞれの役割と責任を

果たしながら一体となって、熊本らしい特色ある都市づくりをすすめる。

(2)将来像

ア　都市像

「ヒューマンシティ・くまもと」を実現するため、次の都市像を設定する。

「水と緑の人間環境都市」

本市は、清れつな地下水や豊かな緑など恵まれた自然環境とそこに息づく生態系循環を大切にし、人と自

然が共生する都市をつくる。また、市民が安全で快適に過ごせる生活環境を確保し、ゆとりや潤いのある良

好な環境の都市を目指す。

「いきいきとした市民福祉都市」

本市は、すべての市民が、お互いの温かいおもいやりの中で、健康で生きがいに満ちた暮らしを営む社会

を築く。また、市民一人ひとりが自立し、各人の能力が自由に発揮され、個性と創造性あふれる多彩な人材

が育つ都市を目指す。

「活力あふれる交流拠点都市」

本市は、優れた個性を生かし、多様な都市機能の集積を図り、世界に開かれた人・物・情報の活発な交流

拠点を形成する。また、未来を開く新しい技術や情報を活用し、多様な産業活動が活発に営まれ、国際社会

の平和と繁栄にも貢献する都市を目指す。

「風格ある文化創造都市」

本市は、先人が築いた優れた特色ある伝統・風土を市民の誇りとして大切に守り育み、風格ある歴史性豊

かな都市を形成する。また、市民の豊かな創造力から多様で幅広い都市文化が生まれ、その新しい文化と伝
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銃が調和した都市を目指す。

イ　都市空間の将来構図
°

4つの都市像に表された市民生活や都市活動の舞台となる都市空間の将来構図を次のような方針に基づき

整備する。

・都市圏の広域的形成

・　市街地を包むグリーンベルト

・多核的な市街地構造

・　良好な居住空間

・水と緑の生活空間

・放射状・環状の交通ネットワーク

(3)施策の大綱

ア　水と緑の人間環境都市を目指して

①　水と緑の保全と創造

(ア)良好な環境の維持・形成

(イ)地下水の保全

(ウ)森の都の継承

(⇒　環境に配慮したライフスタイルの形成

②　安全で快適な都市基盤の整備

(ア)災害に強い安全な都市の形成

(イ)快適な住環境の整備

(ウ)秩序ある市街地の形成

(i)総合交通体系の整備

イ　いきいきとした市民福祉都市を目指して

①　豊かで明るい長寿社会の創造

(ア)ふれあいのあるコミュニティづくり

(イ)高福祉社会の形成

(ウ)生涯にわたる健康づくり

(⇒　暮らしの安定と消費生活の向上

②　21世紀を担う人づくり

(ア)人権尊重社会の確立

(イ)男女共同参加社会の実現

(ウ)健全な青少年の育成

(⇒　生涯学習の推進

(オ)創造性豊かな人づくり

り　活力あふれる交流拠点都市を目指して

①　開かれた交流拠点の形成
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(7)中枢機能の強化

(イ)国際交流・地域間交流の推進

(ウ)観光・コンベンション都市の形成

(i)情報拠点都市の形成

(オ)広域流通拠点の形成

(参　活力ある産業活動の展開

(ア)中小企業の振興

(イ)魅力ある商店街づくり

(ウ)工業の振興

(⇒　農林水産業の振興

(オ)先端技術の導入・活用

工　風格ある文化創造都市を目指して

(丑　歴史都市の継承

(ア)歴史的シンボルゾーンの整備

(イ)史跡・文化財の保全・活用

(ウ)個性豊かな都市景観の形成

(夢　都市文化拠点の形成

(ア)芸術文化活動の振興

(イ)楽しさあふれる生活文化の創造

(ウ)学術・研究の振興

(i)知的生産機能の強化

(4)構想の推進にあたって

ア　市民主体の都市づくり

自らのまちは自らつくるという市民一人ひとりの自治意識のもとで、その創造性・自主性と行政の専門性・

計画性があいまった市民主体の都市づくりをすすめる。

このため、広報・広聴活動を積極的に展開し、市民と行政との情報交流を活発にするとともに、審議会・

委員会などはもとより、多様な方法での幅広い市民参加を促進する。

イ　行財政の効率的運営

行政機関の弾力的な運営、職員資質の向上など、行政の近代化をすすめるとともに、長期的かつ総合的視

点に立った効率的な行財政を運営することにより、行政サービスの一層の向上を図る。

また、高度化・多様化する都市づくりの課題に迅速かつ的確に対応するため、市民・事業者・行政がそれ

ぞれの役割を自覚し責任を果たしながら、人的・物的資源を活用し、最小の経費で最大の効果を挙げるよう、

都市経営の視点に立って都市づくりをすすめる。

り　都市圏行政の推進

情報化の進展や交通網の整備に伴う生活圏や経済圏の拡大により、都市づくりにおいても広域的な対応が

不可欠となっている。
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このため、国・県や周辺市町村との緊密な連携のもと、それぞれの特性を生かしながら、広域都市圏とし

ての一体的な振興・発展を図るo　また、この圏域を越えて解決を必要とする行政課題にも適切に対応する。

(平成3年3月12日議決)

基　本　計　画

( 1 )将来指標(西暦2000年)

人　　口---・-・70万人

世帯数一一一一26万6千世帯

就業構成一一一一(1次) 4%、 (2次) 19%、 (3次) 77%

(2)都市空間整備計画

ア　熊本広域都市圏の形成

イ　市街地を包むグリーンベルト

ウ　多核的な市街地構造

工　良好な居住空間

オ　水と緑の生活空間

力　放射状、環状の交通ネットワーク

(3)重点プロジェクトと主要事業

ア　水と緑の人間環境都市実現のために

(力　水と線のネットワーク整備

(ア)_　地下水保全対策の強力な推進

(イ)総合文化市民の森の整備

(ウ)河川・水路沿いの遊歩道整備(坪井川、白川、大井手など)

(む　環境にやさしいライフスタイルの形成

(ア)資源リサイクルの推進

(イ)生活排水処理施設の整備普及(下水道、合併処理浄化槽など)

(ウ)環境保全活動の推進(環境教育、ボランティア活動など)

(9　広域都市圏を支える高次都市機能拠点の整備

(7)熊本駅周辺副都心整備

(イ)上熊本、大江、南熊本などでの公有地を活用した再開発の推進

(ウ)熊本港周辺流通レクリエーション基地整備

(り　安全で快適な社会資本の整備

(ア)都市型水害対策の推進(遊水池、調整池、ポンプ場の整備など)

(イ)住宅、住環境の整備(市営住宅の拡充、公園・緑地の整備など)

(ウ)市電の高速軌道化、鉄道高架化、鉄道環状線の建設などの検討

イ　いきいきとした市民福祉都市実現のために

①　熊本塑福祉システムの構築
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(5)地区別計画

中央地区

人　口

平成2年　143,924人(国勢調査)

平成12年　141,000人(推計)

地区整備の基本方針

①　中心部においては、商業・業務機能や交流機能などの一層の高度化を図り広域拠点性を高める一方、周辺

部の主要な交通結節点に、商業・文化・行政などの機能集積を促進し、その拠点性を高める。

②　周辺環境に配慮しつつ、土地の高度利用など有効利用を図りながら、都市機能の集積を活かした利便性の

高い生活空間を確保する。

基本計画(主要な事業)

①　熊本駅周辺における熊本市の玄関口に相応しい、人の集う、賑やかなまちづくりや、水前寺地区、子飼地

区、新町・古町地区の歴史・伝統など、それぞれの特色を生かしたまちづくり

②　花岡山、立田山などの緑地や白川、坪井川などの親水空間の保全・整備及び花畑公園・辛島公園・白川公

園の再整備

(彰　幹線道路の整備

都市計画道路熊本駅北部線、南熊本駅新町線、上熊本細工町線の整備、駐車場案内システムの導入

(り　鉄軌道の整備

乗り継ぎの円滑化、 ∫ R高架化の促進、市電の一部地下化の検討

⑤　上通・下通・新市街や熊本駅周辺の広域商業拠点としての機能の高度化

⑥　総合福祉会館建設、国際交流会館建設、子ども文化会館建設など

東部地区

人　口

平成2年　187,345人(国勢調査)

平成12年　　215,000人(推計)

地区整備の基本方針

①　地区内東部は、地下水のかん養地域でもあり、森林や優良農地などを保全しながら、生産性の高い農業地

帯やスポーツ・レクリエーションゾーンとして活用を図る。

②　市街地部は、生活環境の向上と地域拠点・生活拠点などの形成を促進し、まとまりのある良好な居住空間

の形成を図り、健軍地域や県庁周辺、市電通り沿線では、商業・業務などの高次都市機能の集積を促進し、

広域拠点性を高める。

基本計画(主要な事業)

(丑　県庁周辺と市電健軍終点を両極とする高次拠点の形成

②　地下水かん養機能の向上や江津湖、託麻三山の保全・整備及び水前寺江津湖公園の整備、県民総合運動公

園の整備促進

(彰　都市小河川健軍川・藻器堀川の改修
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④　幹線道路の整備

都市計画道路熊本駅新外線、新外秋津線、下南部画図線の整備、主要交差点の立体化促進

(9　鉄軌道の整備

健軍終点などのターミナル化、市電の一部高架化の検討

(◎　東野中学校・桜木小学校など過大規模校の分離新設

(カ　在宅福祉センター建設、地域文化施設の整備

⑧　健軍商店街の広域商業拠点性の強化

⑨　熊本インターチェンジ周辺や熊本空港線などの生産・流通ゾーンの機能の高度化など

西部地区

人　口

平成2年　　74,383人(国勢調査)

平成12年　　81,000人(推計)

地区整備の基本方針

①　金峰山や有明海などの恵まれた自然や優良農地の保全に努める一方、熊本港とその背後地における新しい

拠点づくりや、地域の特性を活用し、果樹を中心とした生産性の高い農業生産の場、海や山の自然を活かし

た多様なスポーツ・レジャーの場・観光の場として整備する。

②　道路、下水道など生活環境の整備に努め、豊かな自然の中でのゆとりと潤いに満ちた住宅地として整備す

る。

基本計画(主要な事業)

①　金峰山一帯の森林・緑地や有明海、河内川の自然環境の保全・整備及び島崎歴史公園の整備

(参　幹線道路の整備

国道501号の整備促進、県道熊本玉名線の整備促進、県道熊本港線の整備促進、都市計画道路野口清水

線、植木河内港線の整備

(9　港湾の充実

熊本港の開港による定期航路の充実促進

(り　下水道整備事業の推進

⑤　「長寿の里」 (デイサービスセンター、在宅福祉センター)の建設や菖蒲谷地区の福祉施設の充実

⑥　金峰山、有明海の自然を活かした観光開発や海洋レクリエーション施設の整備

⑦　都市型農業の確立やみかん産業の振興

⑧　熊本港とその背後地における交通・運輸施設、生産・流通施設の整備促進など

南部地区

人　口

平成2年　106,087人(国勢調査)

平成12年　128,000人(推計)

地区整備の基本方針

①　区画整理事業などによるゆとりある良好な住宅地の形成を図るとともに、川尻・近兄などにおける拠点性
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の強化、熊本港やその背後地における生産・流通機能の集積促進を図る。

②　優良農地の保全や漁場環境の整備、さらには海岸線を活かした市民憩いの場の形成を図る。

基本計画(主要な事業)

①　川尻地区における歴史と伝統の香るまちづくり

②　有明海の干潟や加勢川・緑川・有明新川など水辺環境の保全

③　南部第一・西部第一土地区画整理事業地内における地域拠点の形成

④　幹線道路の整備

国道501号の整備促進、熊本宇土西部間道路の実現、県道熊本港線の整備促進、都市計画道路新土河原出

水線の整備(平田町立体交差含む)

(9　鉄道の整備

J R鹿児島本線(近見地区)高架化促進、新駅(近見)設置の促進

(◎　下水道整備事業の推進

⑦　託麻中学校・日吉小学校など過大規模校の分離新設

(む　在宅福祉センター建設

⑨　熊本港の背後地における広域流通拠点の形成

⑲　川尻・近見商店街の高度化促進やI C産業、食品産業の高度化、工業の市外移転の防止

⑪　米、施設園芸など都市農業の確立や沿岸漁業・栽培漁業など漁業の振興

北部地区

人　口

平成2年　114,998人(国勢調査)

平成12年　135,000人(推計)

地区整備の基本方針

①　緑地・水辺などの自然環境や優良農地などを保全しながら、ゆとりある住宅地、生産性の高い農業地帯と

して生活環境の整備を進める。

②　北の玄関口としての交通条件の優位性を活かした生産・流通ゾーンの形成や、豊かな緑や歴史遺産などを

活かした観光・レクリエ「ションの振興などを図る。

基本計画(主要な事業)

①　上熊本駅周辺における商業・業務機能などの集積促進による高次拠点の形成

(9　地下水汚染防止対策

③　立田山一帯の緑地の保全や坪井川・八景水谷などの水辺環境の整備及び寂心公園などの整備

(り　幹線道路の整備

国道3号熊本北バイパスの整備促進、都市計画道路野口清水線、清水町万石麻生田線、市道鹿子木硯川

線などの整備

(9　鉄軌道の整備

新駅(楠・弓削付近)設置の促進、鉄道環状線(∫ R武蔵塚駅～熊本電鉄)の検討、市電車両基地と乗

り継ぎターミナルの建設(J R上熊本駅周辺)
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(り　在宅福祉センター建設、老人福祉センター建設

⑦　龍田小学校・楠中学校など過大規模校の分離新設

(砂　楠・武蔵ケ丘商店街の機能高度化

(9　食品工業団地の建設など

(6)計画の推進にあたって

ア　市民主体の都市づくり

自らのまちは自らつくるという市民一人ひとりの自治意識のもとで、幅広い市民参加を促進し、その創造

性・自主性と行政の専門性・計画性があいまった市民主体の都市づくりを推進する。

(∋　広報広聴活動の活発化

②　情報公開の拡大

(診　市政-の市民参加の拡大

(り　市民活動の促進

イ　行財政の効率的運営

行政の近代化と、効率的、計画的な行財政運営に努め、行政サービスの一層の向上を図るとともに、人的・

物的資源を最大限に活用し、最小の経費で最大の効果を挙げるよう、都市経営の視点に立ってまちづくりを

すすめる。

(∋　効率的な行政運営

②　計画的な財政運営

③　職貞資質の向上

(り　OA化の推進

り　都市圏行政の推進

国・県はもとより、周辺市町村との緊密な連携のもと、それぞれの特性を生かしながら、本市を中心とす

る広域都市圏の一体的な振興・発展を図る。また、この圏域を越えて解決を必要とする課題にも適切に対応

する。

(丑　広域都市圏等との連携強化

(多　国・県等との連携

6　行　政　改　革

21世紀を間近に見据え、地方分権の大きな潮流の中、地方の自主性と自立性のもとに、地域の実情に応じた

まちづくりや質の高い住民サービスの提供など、本市の果たすべき役割はますます重要なものとなってきてい

る。また、従来にも増して市民の行政に対するニーズも多様化、複雑化するとともに、市民の市政参画が求め

られている。

しかしながら、本市の行財政の現状は極めて厳しい状況にあり、今後とも市民ニーズに即応したサービスを

提供するとともに、地方分権の担い手として個性あふれるまちづくりを推進していくためには、市政全般にわ

たる積極的な見直しが急務であり、現在、全庁挙げて行政改革に取り組んでいる。
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( 1 )行政改革大綱及び実施計画策定までの経緯

平成7年5月　　熊本市行政改革推進本部を設置

平成7年7月　　熊本市行政改革推進委員会を設置

平成8年3月　　熊本市行政改革推進委員会より「提言」

平成8年9月　　「熊本市行政改革大綱」を策定

平成9年5月　　「熊本市行政改革大綱推進プログラム(9 9項目)」を策定

( 2 )行政改革の推進期間と推進体制

ア　実施期間

平成8年度から12年度までの5カ年間

イ　推進体制

熊本市行政改革推進本部で行政改革の進行管理を行うとともに、熊本市行政改革推進委員会に対し、推進

状況についての定期的な報告とあわせ必要な助言を受け、行政改革の確実な推進を図る。

( 3 )行政改革の基本的方向

提言に謳われる「心のかよったわかりやすい市役所」の実現を目指し、次の3点から行政改革に取り組み、

限られた財源と人材を新たな行政需要に再配分・再配置する~ことによって、時代に即応した行政展開を図る。

ア　職員の意識改革と市民と行政の役割分担の確立

企業経営的発想への転換などの職員の意識改革を行うとともに、双方向の対話を通して市民と行政がとも

に支え合う市民社会づくりを進める。

イ　事務事業の総点検

事務事業の全般にわたり市民の視点に立った総点検を行うとともに、常に創意工夫を行っていく。

り　行財政システムの筒素・効率化

組織機構、人事管理、財政システムなどを総合的に見直すことにより、今後の新たな課題に迅速・柔軟に

対応する。

(4)行政改革の目標と実績

平成12年度までの5カ年間の行政改革の目標として、経費及び職員体制について2つの大きな数値目標を掲

げるとともに、推進プログラム(99項目)の達成を目指し取り組んでいる。

ア　50億円の改善

事務事業の見直し等による経費の節減等とともに、市税等徴収率の向上等による財源の確保等によって、平成

12年度を目標に総額50億円の改善を図る。

(10年度の状況)

"D- 12年 度 目標 額 10年 度 達 箪 額

(∋経 費 の節 減 等

事 務 事 業 の 見 直 し 1,50 1 656

組 織 機構 の 見 直 し 23 5

.財 政 の 健 全 化 550 401

臨 時 職 員 の 削減 126 179

時 間外 勤 務 の縮 減 527 600

(り財 源 の 確 保 等 市 税 等 徴 収 率 の 向 上 等 2,28 7 -

合 計 5,014 1,841
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イ　市民100人あたり1人の職員数の実現

職員数については、各市の状況を見ると、それぞれの市が歩んできた歴史とこれをふまえた特色ある行政展

開、あるいは交通事業や公立病院の有無などによって一概に比較できるものではないが、全国的には概ね「市

民100人に職員1人」がその平均といえる。

このため、平成8年度当初で「市民3.5人に職員1人」である本市の職員体制を行政改革実施期間終了時ま

でには「市民100人に職員1人」へ向上させるものであり、そのために職員数の抑制とともに組織及び事務事

業の整理統合などを積極的に実施し、その実現を図る。

(職員数の推移等)

年 度
項 目

平 成 8 年 度 平 成 9 年 度 平 成 10年 度 平 成 11年 度 累 計

職 員 数 6,74 1人 6 ,732人 6 ,702 人 6 ,612人
. △ 129人

(対 前 年 度比 ) (△ 9 人 ) (△ 30人 ) (△ 90人 )

対 市 民 数

(市 氏 数 / 職員 数 )
96.5人 に 1 人 9 7.3 人 に 1 人 3.1人 に 1 人 99 .8 人 に 1 人 + 3 .3 ポ イ ン ト

ウ　推進プログラム(99項目)の達成

(10年度の状況)

目 標 達 成 状 況

K * 項 目数
短 期

( 8 - 9 年 度 )

中期 前 半
(10年 度 )

合 . 計

短期 ( 8 ・9 年 度 ) 達 成予 定 9 7 1 8

中 期 (10 ・11年 度 ) 達 成予 定 35 ll l l 22

長 期 (12年 度 ) 達 成 予 定 55 3 6 9

合 計 99 21 18 39

7　広

(1)広報組織

・主管部長連絡調整会議を通して、市政広報活動の円滑な運営を図っている。

・広報連絡委員(課長補佐)を置き、情報(各課の事業、行事を週報、月報など)の収集及び広報の円滑化

を図っている。

(2)広報刊行物

「くまもと市政だより」

毎月1日発行　A4判　20-28頁　245,400部(平成11年4月号実績)

_文書配布委託者を通じて各世帯に配布

「点字市政だより」 (視覚障害者向け)

毎月1日発行　B5判　30頁170部作成(郵送)

「声の市政だより」 (視覚障害者向け)

毎月1日発行　90分テープ　75本作成(郵送)

「拡大版市政だより」 (弱視者向け)
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毎月1日発行　B4判　20-28頁　40部作成(郵送)

「まちがたり」

年1回発行　　印刷部数10,000部

市の重要施策の紹介

「ひびき」

年2回発行　1回の印刷部数10,000部

市の施策を上・下半期に分けて具体的に紹介

(3)テレビ・ラジオによる広報

テレビ番組

「市民のひろば手取本町1番1号」

RKK・TV　毎週土曜日午前9時25分から5分間(年52回)

「お元気ですか熊本市」

KAB・TV　毎月第1土曜日午前9時45分から15分間(年12回)

「テレビ市政だより」

ケーブルテレビ(市民チャンネル)毎日主に午前7時、午後3時、 8時から30分間(年1,098回)

テレビ・スポット

「熊本市役所だより」

RKK・TV　毎週水・金曜日15秒間(年105回)

TKU蝣TV　毎週水・木曜日15秒間(年105由)

KKT・TV　毎週火・水曜日15秒間(年104回)

KAB・TV　毎過火・金曜日15秒間(年105回)

テレビ特別番組

市の重要施策をテーマとした特別番組を適時放映

ラジオ放送

RKKラジオ　毎週月曜日「とんでるワイド大田黒浩一のきょうも元気!」内午前9時30分から約2分間

(年52回)

毎週水曜日「お- !わらナイト」内午後10時ごろ20秒間(年52回)

FM中九州　毎週火曜日「フレッシュ・フラッシュ・くまもと」午前8時40分から5分間(年52回)

主に毎週金曜日「ぶらりくまもとサウンドギャラリー」内午前7時48分から約1分間

(年80回)

毎週火・水・木曜日「アイ・ラブ・ウーマン」午後0時10分から約5分間(年157回)

くまもとシティエフエム

「おはようインフォメ-ショ′ン」

毎週月曜から金曜日午前10時02分から15分間(年262回)

「こんげんはインフォメーション」

毎週月曜から金曜日午後7時15分から15分間(年262回)
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「40秒スポット」毎週火・木・土曜日(各2回、年314回)

(4)新聞広報

市政について市民のより広い理解を得るため、日刊紙の紙面を利用して広報

(5)その他

「街角通信員制度」

目的　市民に地域の広報特派員として市の広報活動に参加してもらうことで、市政への親しみや理解を得

ると共に市民参加の開かれた広報の展開を図る。

任期　1年　　定員10人

「行事予定表等の発行」

月報くまもと(毎月月末発行)

週報くまもと(毎週木曜日発行)

NEWS NEWS (毎日発行)

報道機関、市議会議員、各学校、各課に配布　500部

「車両広報」

広報車(ぎんなん号、放送設備付)による広報

(6)報道機関(市政記者)を通しての広報

市長記者会見

記者レクチャー(関係局部長などによる記者説明)

資料提供

※記者クラブ加入社(13社)

熊日・朝日・毎日・読売・西日本・日本経済　NHK-RKK-TKU-KKT-KAB

時事通信・共同通信

8　市民交流サロン

「交流推進」 「市牧-の提案」 「市民相談」 「情報提供」の4つを基軸に、 「双方向の対話」の市政を進める

市民への窓口として、平成7年4月に設置された。行政と市民あるいは市民相互の交流の中での様々な提案、

意見を市政へ反映させるとともに、平成10年7月からは、サロン内にボランティア活動推進コーナーを設け、

その情報収集・提供等の支援に当たる。

(1 )交流推進事業

ア　サロンd eトーク

市長をはじめ市幹部職員が曜日毎のローテーションを組み、サロン内で直接市民と懇談・対話の機会を持つ。

イ　市政懇談会

市長自らが地域に出向き、直接地域の市民と懇談し、市政に対する意見や提案等を幅広く聴くことにより、

地域の状況を的確に把振し、地域の特性や実情に則した効率的な行政展開を図る。

り　出前市民交流サロン
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市民交流サロンの職員が市内各地-出向き、ボランティアグループ、公民館講座生や高校生等の様々な

団体と交流する。

工　市長への手紙

市民の声を市政に反映させるため、提案や要望、熊本市の将来像などを手紙形式で市長へ提案してもら

う。

オ　わたしの提言

インターネット、 FAX通信を活用し、迅速、広範な市政-の提案、要望等を市内外から受け、対応す

る。

力　市政に関する市民意識調査

行政運営のための基礎となる市民の意識を把握するために、その時々にあったテーマ並びに継続的な項

目を基に調査を行い、その結果を関係部局へ還元し、施策を的確に実施する。

キ　相談業務

市政に関する様々な相談、要望、苦情を関係部局と連携し処理する「市政相談」、日常生活における民

事関係を対象とした「一般相談」、法令等に関連した事例を専門的立場から助言する「特別相談」の三種

類の相談業務を行っている。

①　各局別の市政相談件数

区分

局

受付件 数
事 業 別 の 件 数

日常の相談 市 政懇 談会 出前市民交流サロン サロン d e トーク 市長への手紙 わたしの提言 市政 モニタ.ー

市 長 室 18 2 3 1 2 10

企 画 調 整 局 2 2 1 4 13 4

総 務 局 ~5 7 2 13 2 1

市 民 生 活 局 8 7 15 4 2 0 2 3 9 6 1

保 健 衛 生 局 ll 8 1. 2

環 境 保 全 局 9 2 13 3 5 4 15 4 3

経 済 振 興 局 3 1 5 3 5 ll' 5 1

都 市 整 備 局 8 1 25 1 3 0 3 15 7 2

建 設 局 7 3 24 2 2 7 1 13 1 5

交 通 局 2 6 8 5 6 7

教 育 委 員 会 6 3 5 8 19 1 . 2 6 3 1

その他 の市 政 5 1 9 JO l l 12

国 1 4 9

県 4 2 8 2

そ の 他 民 事 8 2 6 2 l l 4 0 1

計 6 87 129 2 8 19 5 30 17 8 1 12 15
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(参　一般相談の内容と件数

相談種 目 曜 日 .時 担 当 相 談 内 容
相 談 件 数

6 7 8 9 10

一 般 相 談
⑧～◎
8‥30 - 17 ‥00

市 聡 貞 家庭 .相隣 .生活問題 など L 079 7 ,428 6,684 6 ,041 6 ,321

(9　特別相談の内容と件数

相談種 目 曜 E] . 時 担 当 相 談 内 容
相 談 件 数

6 7 8 9 10

税 務 相 談
⑧

13:00- 16‥00
税 理 士 所得税 .相続税 . 贈与税 など 230 24 2 225 199 188

人 権 相 談
㊨

13 :00 - 16:0 0

人 権 擁 護
委 員

名誉の侵害 .家庭 間題 な ど 140 163 99 12 1 98

登 記 相 談
㊨

13 :00 - 16:0
司 法 書 士 相続 . 土地 .建 物登記 な ど 416 490 54 5 5 29 568

法 律 相 談
㊨ .㊨ . ㊨

13 :00 - 16 :00
弁 護 士

民事 . 法的解釈 を必要 とする
ものなど

769 748 ウ77 1 ,106 1,130

サ ラ金相談
⑧～㊨

9:00 - 16 :00
専 門相 談員 サラ金 に関す ることなど 1,035 1,18 3 1 ,142 1 ,148 1 ,500

民 事 介 入

暴 力 相 談

⑧

9:00 - 12 ‥00

熊本県暴力

追放協 議会
民事介入暴力 に関す ること 49 50 58 49 53

(荏)法律相談は予約制( 8名)、相談当日の午前8時30分から交流サロンで電話にて予約受付。

ク　施設めぐり

日常生活に関係の深い市の施設-団体、親子や一般応募の市民を案内し、施設-の理解と市政への協力

を進める。

(2)サロン活用事業

ア　市政モニター制度(市政ヤングモニター)

市内全小学校校区に計80名のモニターを2年の任期で委嘱し、市政に関するいろいろな意見を組織的に聴

くことにより、市民の声を市政に反映させる。

市政ヤングモニターは20歳代から30歳代の青年層20名を、 1年の任期で委嘱している。

イ　ランチタイム・サロン

昼休みの時間を利用してイタリアオペラ、童謡等のコンサートを開催し、市民へ憩いとふれあいのひとと

きを提供している。

り　情報・展示コーナ-

市政に関する情報や各種イベント情報をパンフレット等により提供し、また熊本の歴史、レジャーや暮ら

しなどの書籍を備えている。

(3)ボランティア活動推進事業
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平成9年10月「くまもと・よかよかボランティアプラン(熊本市ボランティア活動推進基本指針)」を策定

した。市民交流サロンでは、ボランティア活動推進コーナーで下記の事業を実施している。

ア　情幸馴文集・提供

ボランティアの募集、ボランティア養成講座の開催など、ボランティア活動に関する情報を収集し、提供

する。

イ　登鐘・紹介

ボランティア活動をしたい人やグループを登録し、必要とする施設や団体などに紹介する。

り　相　　談

ボランティア-活動に関心のある人や実際にしたい人の相談、ボランティア活動を必要とする施設、団体な

どの相談に応じる。

エ　交流の場の提供

ボランティアが気軽に集い、交流できる場として市民交流サロンを提供する。

9　情　報　化　推　進

情報化の推進については、昭和61年3月に電算システムを自己導入して以来、熊本市総合行政情報システム

の構築を進めるとともに、地域情報化の面でも、国や県、関係機関と連携し、テレトピア構想及びハイビジョ

ンシティ構想等の推進に取り組んでいる。

平成8年度からは、行政情報化推進モデル事業やインターネットを活用した都市発信事業に新たに取り組む

とともに、来るべき高度情報化社会に対応するため、平成9年度に情報化基本計画及び情報化実施計画を策定

した。

なお、その主要な取り組みである庁内ネットワークを構築するため、平成10年度に調査を実施し、平成11年

度には実施設計を行う。

( 1 )熊本市情報化基本計画の概要

ア　計画の基本的事項

(D　計画の趣旨

近年の情報化の急激な進展に伴う社会変化に的確に対応するため、行政の情報化を基軸とし、地域社会

全体の情報化を計画的・合理的に推進する。

(む　計画の性格

熊本市のこれまでの取り組みや国の指針、情報化をめぐる社会的背景等を踏まえ、本市の情報化施策の

-基本的指針を新たに定め、総合的・体系的に示す。

(彰　計画の範囲

熊本市の地域社会全体を視野に置き、市が関わりを持つもののすべてを対象とする。

(り　計画の期間

目標年次:平成18年度とする。 (必要に応じ、内容の見直しを行う。)
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イ　情報化推進の基本的考え方

(彰　基本理念 情報化による新たな都市づくりの推進

情報化を有効に活用し、市民を主体とした、中核市にふさわしい新たな都市づくりを推進する。

②　基本目標 新たな都市づくり-の情報化の活用

人間性と機能性に満ちた新たな都市づくりを支援する有効な手段として情報化を活用する。

活発で高度な情事艮環境の形成

市民の誰もがタイムリーに、手軽に、質の高い情報を受・発信できる環境を形成する。

情報化による行政運営の高度・効率化

行政課題に的確に対応するため、市内部の情報化を推進し、行政運営の高度・効率化を図る。

@　基本方針 「市民主体のネットワーク社会」の構築

人と人とのふれあいを重視した情報化を推進することにより、やすらぎのある環境のもと、市民の誰も

が平等に生活、仕事、余暇のさまざまな場面でよろこびを実感できる市民主体のネットワーク社会を構築

する。

(り　情報化-のアプローチ

市民と地域のニーズ及び行政のニーズに基づき、情報化へのアプローチを行う。

⑤　情報化推進の留意事項

安全性、公平性、経済性、実効性、効率性を確認する。

り　取り組みの基本的方向

(彰　市民主体のネットワークの形成

ふれあいネットワーク

やすらぎネットワーク

よろこびネットワーク

市民・地域・事業者・行政間のさまざまな交流活動を支援する。

市民の安全で鉄道かつ健康な生活を保証する環境づくりを支援する。

市民が生きがいとよろこびを実感できる生活や活動を支援する。

②　市内部の情報化

市民サービスの向上や地域の活性化を念頭に置いた行政運営の高度・効率化を図る。

(彰　情報環境の整備

情報インフラの整備、情報活用のルールやモラルの確立、人材育成、制度・事務手続き等の見直しなど、

情報化を適切に推進するため.の環境を整備する。

エ　計画の進め方

(彰　今後の取り組み

・具体的な施策を実施計画で定める。

・地域の情報化推進のため、ネットワークの形成を図り、市は啓発や支援を行う。

・地域の情報化を促進する先導的取り組みとして、市の行政の情報化を推進する。

・情報インフラや教育・啓発・研修体制の整備など、情報化を円滑に進める環境を整備する。

②　推進体制の整備

・庁内に協議機関を設置し、全庁的な推進体制を整備する。

・国や県、他市町村との協力関係の形成はもとより、市民や事業者との協議機関を設置して協力体制を確
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立し、適切な役割分担を図る。

( 2 )行政情幸酎ヒ推進モデル事業

この事業は、庁内に2つの部分的なネットワークを構築し、三役及び各局長等の間で電子メール等を利用

した、情報伝達の一層の円滑化・効率化を図るとともに、情報企画部内において、より専門的な実験及びデー

タの収集等を行うことを目的としたものである。

事業概要

・庁内ネットワークモデルシステム

電子メールによる情報交換等

・情報企画部内ネットワークモデルシステム

職員1人1台環境による、電子メールやファイル共有等

運用開始日

平成8年11月1日

(3)インターネットを活用した都市情報発信事業

この事業は、本市の自治体情報や四季折々の熊本城のライブ映像、観光情報、ホットな国際交流情報など

を広く国内外に向けて発信し、 「わたしの提言」という形で、市民を始め、広く国内外から市に対する意見・

要望を受け付けることで、地域の活性化を図るとともに、本市がすすめる市民参加型のまちづくりを側面か

ら支援することを目的としている。

事業概要

ホームページ開設期日　平成9年1月31日(平成10年3月26日に内容を全面更改)

ホームページアドレス　http://www.city.kumamoto.kumamoto.jp/

システムの構成

サーバ

クライアント

ネットワーク

熊本ケーブルネットワーク㈱内

(郵政省　自治体ネットワーク施設整備事業の補助対象事業)

市役所内10カ所、大江市民センター1カ所

CATV網を転送速度IOMbpsのデジタル専用線として活用し、熊本ケーブルネッ

トワーク㈱と市役所、大江市民センターをネットワーク化している。

(4)テレトピア推進事業

熊本テレトピア計画は、昭和60年3月、熊本市と益城町の範囲で、地域指定を受けた。

この計画は、熊本情報案内システム、県図書館情報ネットワークシステム、熊本市総合行政情報システム、

テクノポリス技術情報システム、ヒューマンコミュニティネットワークシステムの5つのシステムで構成さ

れているが、このうち、本市が関係しているものは、熊本情報案内システム(KINGS)、熊本市総合行

政情報システム及びヒューマンコミュニティネットワークシステム(CATV)である。

ア　熊本情報案内システム

プライベートビデオテックスシステムにより、市民と観光客-、地域に密着した情報を提供するもので、

推進法人は、第三セクター㈱熊本ビデオテックスサービスである0

イ　ヒューマンコミュニティネットワークシステム
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多種多様な情報を提供できる都市型CATVにより、市民生活の利便性の向上等を図っており、推進法人

は、第三セクター熊本ケーブルネットワーク㈱である。

(5)ハイビジョンシティ構想推進事業

本市は、平成2年4月、高度映像都市(ハイビジョン・シティ)モデル都市の指定を受けた。

この構想は、ハイビジョンの特性である高度な映像、ネットワークを生かした都市機能の高次化を実現す

るとともに、ハイビジョンを通じた国際交流、さらには市民間のネットワークづくりによる人間味あふれる

まちづくりを実現していく。

ア　ハイビジョン機器導入

熊本市総合女性センター、市庁舎1階ロビー、熊本城、熊本市国際交流会館

イ　ハイビジョンソフト政策

「歴史とロマンの旅・熊本城」 (短縮版・外国語版あり)、 「くまもと水物語」

(6)暮らしと情幸馴ヒ展

最新の情報機器の展示や、情報化の卿犬と近未来像の提示などにより、市民に情報化の普及啓発を行うも

ので、平成5年度より開催している。

会期　　平成11年11月12日～14日(予定)

会場　　熊本市流通情報会館(予定)

主催　　暮らしと情報化展実行委員会

熊本県、熊本市等10団体で構成

(7 )総合行政情報システム

ア　熊本市電算システム導入基本方針(昭和59年9月27日策定)

①　導入の目的

コンピューターの持つ、優れた情報処理機能及び高速演算機をこれらの適用が可能な行政の各分野に有

効適切に利用することによって、市民サービスの向上、行政事務の簡素・効率化、行政運営の近代イヒを図

る。

(9　システムの概要

(7)本庁と各市民センター等の出先機関を通信回線により結合するオンラインシステムとして運用する。

(イ)データベースシステムを基本構造とする。

(ウ)日本語情報処理システムを採用する。

(討　利用の方向

(ア)当面の目標

住民基本台帳及び印鑑登録証明事務の電算化(-住民記録システム)を中心とする日本語オンライン

データベースシステムの構築

(イ)将来の目標
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住民情報オンラインデータベースシステム、内部情報オンラインデータベースシステム、地域情報オ

ンラインデータベースシステム、及びこれらのシステムを有機的に結合することによって機能する計画

情報オンラインデータベースシステムにより構成する「熊本市総合行政情報システム」の構築を目指す。

(ウ)運用の基本

電算システ云の運用に係るデータ保護については、ハードウェア、ソフトウェアを含む多方面にわたっ

て、実動性の高い所要の措置を講じるとともに、個人情報の外部漏洩等によって、市民のプライバシー

が不当に侵害されることのないように十分配慮する。

イ　個人情報の保護・セキュリティ対策

(事　条例の制定

「熊本市電子計算組織の運営に係る個人情報の保護に対する条例」により、市民のプライバシー保護の

ため必要な基本的事項を定めるとともに、市長の附属機関としての個人情報保護審議会を設置する。

(参　運用管理面の対策

「熊本市電子計算組織管理運営要綱」及び「熊本市電子計算処理に係るデータ保護管理要綱」に基づき

電子計算組織の運用管理面を充実させることにより、組織の安全性及び信頼性の向上と個人情報の保護を

図る。

(討　設備面の対策

電子計算組織及びデータ保管室等の火災、地震等の自然災害及びデータの破壊、改ざん等の不正行為等

あらゆる危険から物理的に個人情報の保護を図る。

④　技術面の対策

電子計算組織の安全性及び信頼性の向上をハードウェア及びソフトフェア両面から確保することにより

個人情報の保護を図る。

り　電算システム適用業務と開始年度

年 度 区 分 年 度 区 分

昭和60年度 住民記録 昭和63年度 母子医療事務
交通災害共済 疎育所管理
国民健康保険 (1 次) 老人福祉事務

障害福祉事務
生活保護
下水道受益者負担金

昭和61年度 行政基本
人事 ( 1 次)
給与 ( 1 次)
国民年金 平成元年度 財務会計
下水道水洗化貸付金償還 起債管理
選挙事務 国民健康保険 (2 次)
児童手当 乳児医療
学校教育 老人医療
印鑑登録 予算編成

昭和62年度 人事 (2 次) 平成 2 年度 土木設計積算
給与 (2 次) 決算銃計
軽 自動車税 合併に伴 うシステム移行
中小企業勤労者福祉共済
下水道使用料
市 .県民税
税収納管理
市営住宅管理

(30業務) .

平成 3 年度 合併に伴 うシステム移行
(4 業務)

平成 7 年度 特別土地保有税システム
貸付統合 固定資産税 (2 次)
法人市民税
固定資産税 ( 1次)

給与勧告

平成8 年度 母子寡婦福祉資金貸付

平成10年度 下水道総合 (2 次)
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エ　開発の状況

平成11年度一一一システム開発

・介護保険制度導入に伴う既存システム改造

・農業土木積算システム

オ　電算システム機器の構成

(ア)中央処理装置

主(内部)記憶容量

(イ)補助(外部)記憶装置

磁気ディスク装置

磁気テープ装置

GS8300/10+GS8300/10　デュプレックスシステム)

GS8300/10G (市民課業務バックアップシステム)

A系(住民情報系) 256MB C系(市民課系) 128MB

B系(内部情報系) 256MB

140GB　　※1GB-10億バイト(1バイト-1文字)

4台

カートリッジ式磁気テープ装置　2台(8デッキ)

(ウ)入出力装置

フロッピィディスク装置　　　　1台

本体系ラインプリンター装置　　4台

端末装置

端末系プリンター装置

10　情報公開・個人情報保護・統計

(1 )情報公開制度

熊本市情報公開条例が、平成10年10月1日に施行され、平成11年10月1日から実施機関右手議会を加えた一部

改正条例が施行となる。

ア　目的

本市の保有する文書等の開示(閲覧及び複写)を請求する権利につき定めることにより、市政運営の公開

性の向上を図るとともに、本市の諸活動を市民に説明する責務(アカウンタビリティー)が全うされるよう

にし、地方自治の本旨に即した市政の発展に寄与することを目的とする。

なお、 「知る権利」については、条例前文で明記している。

イ　実施機関

市長、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、公

営企業管理者、消防長及び議会

り　開示請求の対象となる文書等

原則として、実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書等(電磁的媒体を含む)であって、当該

実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているものは、原則として開示請求の

対象としている。

工　文書等の開示を請求できるもの
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市内に住所を有する個人及び法人等のみならず、市内に勤務し、又は在学している者のほか、市政に利害

関係を有するもの(当該利害関係に係る情報に限る)も対象としている。

オ　開示される文書等の範囲

①　基本的な考え方

一定の合理的な理由に基づき不開示とする必要がある情報を不開示情報とし、これに当たらないものは

すべて開示されるという原則開示の仕組みとしている。

なお、文書等に不開示情報とそれ以外の情報が混在している場合には、その分離が可能であれば、不開

示情報を除いた部分を開示することとしている。

②　不開示情報の範囲

個人や法人等の正当な権利利益を害するおそれがあるもの、事務事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるもの等は、不開示とすることとし、次に掲げる7項目を不開示情報として規定している。

(ア)法令秘情報

(イ)個人に関する情報

ただし、次のようなものは、原則として除く。

・法令等の規定により、何人でも閲覧することができる情報

・実施機関が公表することを目的として作成、又は取得した情報

・公務員の職務遂行に係る情報に含まれる当該公務員の職に関する情報

・規則で定める公務貞の職務遂行に係る情報に含まれる当該公務員の氏名に関する情報

(ウ)法人等に関する情報

ただし、 (イ)、 (ウ)を通じて、人の生命、身体等を保護するために開示することがより必要な情報を除く。

(⇒　公共の安全等に関する情報

㈹　審議・検討等に関する情報

(カ)事務事業に関する情報

(*)国等に関する情報

(診　公益上の理由による裁量的開示

特に開示すべき公益上の必要性があるときには、実施機関の判断により、木開示情報が記録されている

文書等を開示することができることとしている。

④　文書等の存否に関する情報

特定の個人の病歴等、その存否を明らかにするだけで、第三者の権利利益や公共の利益が害される結果

が生ずることがある場合には、開示請求があっても、その存否を明らかにせずに拒否できることとしてい

る。

力　開示請求及び処理の手続

①　開示請求に対する決定の期限

実施機関は、開示請求の翌日から14日以内に開示等の決定をしなければならない。ただし、事務処理上

の困難などやむを得ない理由があるときは、最大45日まで延長できるとしている。

また、開示請求に係る文書等が著しく大量である場合の特例についても定めている。
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②　第三者保護に関する手続

第三者に関する情報が記録された文書等について開示請求があったときは、当該第三者の意見を聴くな

ど、第三者の権利利益の保護に関する手続についても定めている。

③　費用の負担

開示手数料は、無料とする。写しの交付に関する費用については、実費相当額を徴収すること~としてい

る。

キ　不服申立て等

不服申立てに関しては、第三者的立場からの評価を加味することによって、より客観的で公正な解決が

期待できることから、熊本市情報公開審査会の設置を定めている。

( 2 )平成10年度情報公開制度の実施状況

①　開示請求件数及びその処理状況

文書等の開示請求の件数及びその処理状況 (単位　件)

国 件

空
百日
求 数

処 理 状 況

開 決

示 走

部 決
分
開
示 定

請求拒否決定

合計

取 下

り げ

検討 中

不 開示
存 否

不 回答
不存 在 その他 計

21 4 16 1 0 5 5 ll 31 0 0

〔備考〕 1 1件の開示請求に対し、複数の決定がなされる場合があるため、開示請求件数と処理件数と

は、必ずしも一致しない。

2　部分開示決定とは、開示請求に係る文書等の一部について請求拒否の決定をし、その他の部

分について開示の決定をしたものをいう。

3　存否不回答とは、条例第9条の規定により請求拒否の決定をしたものをいう。

4　その他とは、条例が適用されない文書等に対する請求等その他の理由により、請求拒否の決

定をしたものをいう。
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②　開示請求者の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　件)

開 示 請 求 者 の 区 分 開示請求
件 琴

本市の区域内に住所を有する者 16

本市の区域内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他
4の団体

本市の区域内に存する事務所又は事業所に勤務する者 1

本市の区域内に存する学校に在学する者

実施機関が行う事務事業に利害関係を有すると認められるもの

合 計 21

③　不服申立ての件数及びその処理状況

文書の開示等の決定についての不服申立ての件数及びその処理状況

(ア)不服申立て件数　　7件

(イ)不服申立てに係る処理状況　(平11-3-31現在)

・決定又は裁決済　　　　　　　　　　　　　0件

熊本市情報公開審査会において審議中　　　7件

・実施機関において検討中　　　　　　　　　0件

( 3 )新たな個人情報保護制度化の取組み

市民のプライバシー保護等のため、電子計算組織の運営に係る個人情報のみならず、手作業処理に係る個人

情報を含めた個人情報保護の制度化に取り組んでおり、本年度においては、民間有識者等からなる検討委員

会を設置し、制度のあり方などについて検討を行う。

(4)統計

ア　指定統計調査の実施

統計法で指定されている各種統計調査を実施する。

(主な指定統計調査)

(丑　国勢調査(総務庁) 5年毎

日本に居住するすべての日本人、外国人を対象に人口・世帯・就業構造等の実態を明らかにし、行政施

策の基礎資料とする。

②　事業所・企業統計調査(総務庁) 5年毎

事業所及び企業の産業、従業者規模等の基本構造を明らかにするとともに、各種統計調査実施のための

事業所及び企業の名簿を作成し、提供する。

③　住宅・土地統計調査(総務庁) 5年毎

住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びに現住居以外の住宅及び土地の保有状況その他

の住宅等に居住している世帯に関する実態を明らかにして、その状況と推移を地域別に明らかにする。

④　就業構造統計調査(総務庁) 5年毎
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国民の就業・不就業の実態に関する基本的構造を地域別に明らかにする。

(9　工業統計調査(通産省)毎年

製造業に属する事業所について、生産要素、生産活動成果などを業種別、地域別に調査して工業の実態

を明らかにする。

⑥　商業統計調査(通産省) 5年毎

商店を漏れなく調査して、商店分布状況や販売活動の実態及び商店の流通状況を明らかにする。

⑦　農林業センサス(農水省) 5年毎

農林業における生産、就業等に関する基本構造の実態の変化を明らかにする。

イ　統計刊行物の発行

指定統計調査結果を速やかに公表し、諸施策の基本資料とするために各種の統計調査結果報告書を作成

し、庁内、A庁外に配布する。

また、市独自に統計書、市勢要覧等を作成する。

(統計調査結果報告書)

(丑　熊本市の人口(国勢調査結果)

(参　熊本市の事業所・企業(事業所・企業統計調査結果報告書)

③　熊本市の商業(商業統計調査結果報告書)

④　熊本市の工業(工業統計調査結果報告書)

(9　熊本市の農業(農業センサス結果報告書)

(市独自の統計刊行物)

(丑　熊本市統計書　　　　　　　400部作成

(参　熊本市市勢要覧　　　　　　950部作成

③　グラフでみるくまもと　10,000部作成

④　熊本市の市民所得　　　　　250部作成

(9　統計くまもと　　　　300部×2回作成

り　行政資料室の運営

本市及び行政機関、その他公共団体及び公共的団体が発行した刊行物で、その内容が市政に関連がある

ものを収集し、市民及び市職員、他の官公庁職員等に対して閲覧、貸出及び複写に供している。

また、平成10年度から、パソコンを導入し、資料の検索を実施している。

当資料室は、昭和56年11月の新庁舎落成に伴い開設した。

行政資料室利用状況

.JK ft 利 用 者 数 利 用 冊 数 蔵 書 数

8 1 ,6 18 2 ,80 6 l l ,28 4

9 1 ,04 3 1 ,25 7 ll ,09 7

10 1 ,18 7 1 ,67 4 ll ,8 08
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11総　合　防　災

(1)防災ビジョン

(日　的)

市
民
の
生
命
・
財
産
の
安
全
確
保

(2)平成11年度の事業計画

(丑　防災会議

(9　総合防災訓練

③　総合防災展

④　防災とボランティア展

(9　市民防災教室

(目　　　　標)

災害を発生させない機能

災害を拡大させない機能

防災空間を維持確保する機能

災害から自分自身を守ることができる

災害時に家族や隣人等の安全を配慮する

災害時に率先して防災活動に協力・従事する

職員としての自覚をもち、状況に応じて適切な防災活動を行う

計画的かつ効果的な防災施設と機器の整備

正確な情報に基づく的確な災害応急対策活動の決定と実施

12　国　際　交　流

本市は中華人民共和国・桂林市、アメリカ合衆国・サンアントニオ市、ドイツ連邦共和国・ハイデルベルク市

と友好姉妹都市の盟約を結んで以来、それぞれの都市と特色ある事業を活発に展開すると同時に、世界中の各都

市と経済、文化、芸術、スポーツなどさまざまな分野で活発な交流を進めている。

また、熊本市国際交流会館では、財団法人熊本市国際交流振興事業団を中心に市民の国際化を更に促進すると

ともに外国人へのサービスの充実に努めている。

このような中、平成10年度には、熊本市が国際化に対応していくための指針として、 「熊本市国際化指針」を

策定し、世界に開かれた国際都市づくりをめざして、市民参加のもと、諸外国との多様な交流をさらに推進する

ための取組みを行っている。

( 1 )桂林市(中華人民共和国)

熊本市と桂林市は、昭和54年10月1日の友好都市締結以来、長期的視野に立って両市間の経済・科学技術・都
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市建設・教育・文化・観光・衛生等の各分野において交流と協力を促進し、両市市民の相互理解と友好親善を深

めるため、積極的に交流事業を展開している。

提携までの経緒とその後の経過

昭和54年7月、中国桂林市-友好都市締結についての事務協議のため先遣団を派遣。同年10月1日、梁成業桂

林市革命委員会主任を団長とする桂林市友好訪問団一行20名を熊本市に迎え、市議会の承認を得て、市制90周年

記念式典と機を一にして友好都市の調印式を執り行った。

以来、両市は幅広い分野において活発に交流事業を展開し、昭和59年には友好都市締結5周年を記念して熊本

市産業展を開催し、昭和63年には農業技術展覧会を、そして平成4年には日本及び熊本の生活文化を広く紹介す

る生活文化展を桂林市で開催し桂林市をはじめ中国全土から大きな反響を呼び、両市両国の相互理解を大きく促

進させた。

また平成2年には桂林市に熊本・桂林友誼館が、平成4年には熊本市に熊本・桂林友誼亭が完成し、それぞれ

両市友好のシンボルとして市民に親しまれている。

平成11年、両市は記念すべき友好都市締結20周年を迎えるにあたり、友好交流の歴史を改めて振り返るととも

にこれまでの交流の実績を礎とし、来たる21世紀を見据えた中長期的な展望にたった友好交流を推進していくた

め、様々な分野にわたる記念事業を実施している。

最近の主な交流

平成10年4月　　桂林市派遣留学生1名を熊本学園大学に受入(約1年間)

熊本市就航記念訪問団の派遣( 3名)

7月　　第18回熊本市高校生桂林市友好訪問団の派遣(26名)

10月　　第17回熊本市民友好の翼(訪中)の派遣(69名)

11月　　熊本市・桂林市友好都市締結20周年記念事業協議団の派遣( 3名)

平成11年1月　　熊本市少年バドミントン友好訪問団の派遣(19名)

3月　　熊本市友誼館視察団の派遣( 3名)

桂林市の概要

桂林市は、中国南西部、広西壮(チワン)族自治区の東北部に位置する長い歴史を持った風光明嬬な都市で、

市内には澄みきった水がゆったりと流れる清江沿いに、水墨の山水画にみられるような脊峰、奇岩(象鼻山・独

秀峰、畳彩山・産笛岩などと名付けられている)がそそり立ち、 「桂林山水は天下に甲たり」と古くから称され

るすばらしい景観を呈している。

また、桂林の「桂」はキンモクセイの意で、街の至る所にキンモクセイの街路樹が植えられていて、花の咲く

秋の季節には街中がその香りに包まれる。

桂林市は1998年10月、市・地区合併により市域が大幅に拡大され、人口約480万人、面積約27,800kdになったo

そこに住む人々の大多数は漢民族であるが、壮(チワン)族をはじめ回・甫・揺・イ同族など多くの少数民族が生

活している。

気候は亜熱帯気候に属し、年間の平均降雨量は1,700mm、平均気温19℃と温和で、古くから広西の政治、文化

の中心として栄えてきたところである。
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(2)サンアントニオ市(アメリカ合衆国)

提携までの経緯とその後の経過

国際化が進展する中、 21世紀を目指した街づくりに取り組んでいる本市は、更に本市の国際交流を推進するた

め、市制施行100周年を控えた昭和62年、我が国と最も緊密な関係にある米国との姉妹都市締結実現に向け、市

議会、市民各界各層の協力を得ながら諸準備を開始した。

同年7月、本市の姉妹都市として相応しい米国の複数の都市へ姉妹都市調査団を派遣し、テキサス州にある93

万の人口とアラモの砦に象徴される歴史、さらにリバーウオークにみられる水と線の美しい環境を擁しハイテク

産業を核とした新たな経済発展に取り組むサンアントニオ市が、本市ともっとも共通点を有する都市として注目

を集めた。

この調査報告を踏まえ、両市代表団が相互に訪問を行い具体的協議を重ねた後、同年12月28日、サンアントニ

オ市長を本市に迎え、姉妹都市締結の調印式を執り行った。以来、教育、文化、経済、医療など幅広い分野にお

いて活発な交流が続いており、最近では、サンアントニオシンフォニー指揮者の来熊や、熊本凧の会、熊本市医

師会、熊本走ろう会などがサンアントニオ市を訪問するなど、民間レベルでの交流の輪も更に広がっている。

最近の主な交流

平成10年4月　　サンアントニオシンフォニー指揮者の受け入れ

5月　　熊本市医師・看護婦の派遣

6月　　サンアントニオ市留学生の受け入れ(高校生)

8月　　英語教師の海外研修派遣

女子バレーボールチームの派遣

熊本市留学生のサンアントニオ市-の派遣(大学生・高校生)

9月　　サンアントニオ市留学生の受け入れ(大学生)

2月　　熊本市女性交流訪問団の派遣

平成11年5月　　熊本市医師・看護婦の派遣

サンアントニオ市の概要

1718年に誕生し人口106万を擁する全米第8位の都市サンアントニオ市は、アメリカ合衆国テキサス州南西部

に位置する。 1982年にはレーガン大統領から、 「オールアメリカンシティ」の称号を与えられたが、これは現在

のサンアントニオ市を高く評価したものである。

サンアントニオ市は、年間観光客数1千万人以上を誇る全米有数の国際観光都市であり、特に有名なのは、テ

キサス独立戦争の際の激戦地「アラモの砦」である。また、市内中心部には、サンアントニオ川が流れ、水辺の

散歩道「リバーウオーク」は、緑と治水をみごとに調和させた都市計画の一例として世界の都市づくりの模範例

となっている。また、約7haの敷地に2万5千人収容できるヘンリーゴンザレスコンベンションセンターを持

ち、平成5年5月には、約6万5千席備えた多目的スポーツ施設、アラモドームがオープンするなど、国際コン

ベンションシティとしても着実な発展をとげている。
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(3)ハイデルベルク市(ドイツ連邦共和国)

提携までの経緯とその後の経過

昭和39年、当時の石坂繁熊本市長が訪独の際、ハイデルベルク市を訪れたのが公式訪問の始まりである。その

後昭和53年、熊本市議会訪欧団がハイデルベルク市を訪問、また、同市で開催された「お城フェスティバル」 -

本市文化交流団53名が参加するなど、両市の友好交流は積極的に展開された。

続いて、ラインホルト・ツンデル市長の来熊、両市市旗の交換、熊本市民によるミュージカル「アルト・ハイ

デルベルク」の公演や同市の日本週間-の代表団及び民間交流団体の参加、平成元年の市制施行100周年記念式

典並びに翌2年の水資源国際会議等には、市長をはじめ市議会議員が来熊するなど両市の友好は更に深まった。

そして平成4年5月19日、平和と環境に対する共通の責任の認識のもとに、ハイデルベルク市において両市は

友好都市締結を行った。また、 9月にはヴェ-バー市長をはじめとする代表団が本市を訪問し、改めて調印式を

執り行った。その後、熊本市民友好の翼の派遣をはじめとする市民レベルでの交流や、サッカーやバスケットボー

ルなどのスポーツあるいはホームステイを通した両市青少年の交流が実施されている.また、本市からの寄付金

を元にハイデルベルク市に設置された国際交流基金が適切に管理運用される中、医師、看護婦の相互派遣など、

医療交流が活発化している他、同市で過去2回にわたり開催された地球温暖化防止に関する国際会議-本市が参

加するなど環境分野での交流も進展しつつある。

最近の主な交流

平成10年4月　　熊本市医師の派遣

5月　　熊本市看護婦の派遣

7月　　熊本市青少年ハイデルベルク市交流訪問団の派遣

8月　　ハイデルベルク市少年バスケットボール親睦訪問団の受け入れ

9月　　環境交流に関する職員の派遣

熊本市医師・理学療法士の派遣

11月　　熊本市医師の派遣

平成11年1月　　熊本市職員の派遣(3カ月)

5月　　ハイデルベルク市教職員の受け入れ

熊本市看護婦の派遣

ハイデルベルク市の概要

ハイデルベルク市は、人口約13万1千人の都市で、ネッカー河がオーデンの森からライン平野-流れ出る地点

にあり、標高116m、温和な気候に恵まれている　500年間プフアルツ侯の宮殿であった古城のふもとのロマンチッ

クな町であり、ドイツで最も美しい町のひとつと言われる。ドイツ最古の大学を通_じて町には知的な雰囲気がた

だよい、浪漫派の芸術家を魅了した古い町と川と森と古城のおりなす美しい調和は、今なおすこしのかわりもな

Si

市内の名所ハイデルベルク城は、旧市街アルトシュタットの狭い路地、絵のような美しい屋根の波の上に堂々

と奪え、城を訪れる人は、歩く度に多様な城の歴史を見ることができる。また、ハイデルベルク大学はドイツ最

古の大学であり、その歴史は過去600年の政治・人文科学の変遷をうつす鏡である。産業としては、ハイテク産

業、バイオ研究が盛んである。市内には、ハイデルベルク城や大学のほか、アルテブリュッケ(古い橋)、聖霊
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教会など多くの観光名所があり、年間約350万人もの観光客が訪れている。

(4 )熊本市国際交流会館

地方の国際化が急速に進展するなか、本市は来るべき2 1世紀へ向けて世界に開かれた国際都市"くまもと"

の実現に積極的に取り組んでいる。そのようなことから、市民と外国人がふれあう国際交流の場として、また国

際情報提供の拠点として平成6年9月、熊本市国際交流会館を建設した。

同会館では、 2階交流ラウンジにおいて、国内外の新聞、雑誌、図書、ビデオ、インターネットによる情報サー

ビス、外国語による相談などを行っている。また、熊本市により設立された㈱熊本市国際交流振興事業団により、

異文化理解講座や市民と在熊外国人の交流会などの交流事業が積極的に展開されている。

また、ホール、会議室は交流団体等の会合に頻繁に利用され、更なる市民の国際化に向け着実な実績を上げて

おり、今後も市民と外国人の交流拠点として同会館の重要性は増すものと予想される。

設置主体　　熊本市

所在地　　花畑町4番8号

構　　造　　鉄筋鉄骨コンクリート地上7階、地下2階建

面　　積　　敷地面積1,656m2　　延床面積　8,439m2

工　　期　　平成4年7月～平成6年7月

開　　館　　平成6年9月1日

建設費　　4,090,000千円

主要施設 ロビー、通訳ブース

ホール(230人)

5 F　　大広間(A) (B)、茶道室、和室、小会議室(洋) (和)

4F　　レストラン、第1会議室、第2会議室

3F　　国際会議室、研修室(1) (2) (3)

2 F　　交流ラウンジ、姉妹都市コーナー、事務室

1F　　エントランスホール、会館事務室

BIF　駐車場、駐輪場、防災センター

B2F　トレーニング室、機械室

会館利用状況 (平成10年度)

ホ ー ル ( 1 件 = 1 催 物 ) 研 修 室

会 議 室集 式 普

栄

演 日 読 シ そ P

(/) 計

会 劇 舞 習 ン
餐

大 広 間 .

大 洋
請 ジ

こし
和 室

演 演 ー
他

等
会 典 ノ△、

こZミ
lH一
フミ

舞 会 ム

2 7件 48件 2 件 5 件 10 8件 3 1件 26件 24 7件 5 40 8件
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13　国　内　交　流

福井市

提携までの経緯とその後の経過

福井市と熊本市とは、ともに城下町として栄え、第12代細川藩主斉護公の娘勇姫が第16代越前福井藩主松平

慶永(春森)公に輿入れしたり、郷土の先哲横井小楠が福#藩の藩政改革にあたるなど、深い歴史的縁があるo

また、福井市は織物王国といわれるほど繊維産業が集積しており、ファッションタウンの形成を目指してい

るとともに、テクノポリスや国際コンベンションシティの指定を受けているなど、産業振興の面からも共通点

を有している。

このような理由により、平成6年11月16日、熊本市において姉妹都市盟約書調印式を行った。

その後、平成7年2月17日には、福井市において盟約書の精神に基づく幅広い交流の促進を再確認する姉妹

都市に関する覚書調印式を行った。

この姉妹都市提携を機に、両市の中央郵便局、ケーブルテレビ、 NTT、商工会議所、青年会議所がそれぞ

れ姉妹提携を結んだほか、青少年交流、文化交流、各種団体交流など、市民レベルでの活発な交流が行われて

いる。

最近の主な交流

平成10年4月　　「ふくい春まつり越前時代行列」に参加

熊本市高校野球福井市親善訪問団派遣

6月　　福井震災50周年記念事業「全国消防音楽隊マーチングフェスティバル」派遣

「世界震災都市会議」参加

7月　　熊本市小学生交流訪問団の派遣

8月　　福井市小学生交流訪問団の来熊

「くまもと火の国まつり」に福井市より参加

10月　　近畿府県合同防災訓練への参加

11月　　熊本市にて福井市物産展開催

福井市の概要

福井市は、九頭竜、足羽、日野の三大河川の扇状地である福井平野に発達した、人口25万4千人余、面積

340.60kn?の地方中枢都市である。′

古くは北陸道の要衝として、中世以降は城下町として栄え、天正元年に消失した朝倉氏の居城は国の特別史

跡に指定されている。幕末当時の藩主は、名君の誉れ高い松平慶永(春森)公で、橋本左内、由利公正などの

多くの人材を輩出した。また、慶永公は産業振興事業として織物を採り入れ、織物王国福井の礎を築いた。

明治22年に市制がしかれた際に福井市となり、熊本市と同じく平成元年に市制100周年を迎えた。

昭和23年に福井大地震に見舞われ、市街地は廃櫨と化したが、その後奇跡的な復興を遂げ、不死鳥福井と称

されている。
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近年では、テクノポリスの指定を受け、テクノパーク福井などの整備により、繊維産業のみならず、電気、

機械等の集積も高まっている。また、国定公園越前海岸や史跡、文化財などの多くの観光資源を生かしたコン

ベンションの推進にも力を入れており、国際コンベンションシティの指定を受けている。

区画整理や都市計画道路など、都市基盤の整備も着々と進んでおり、歴史と近代的なまちづくりが見事に調

和した北陸の雄都である。

14　文　化　振　興

心の豊かさを求める市民のニーズの高まりを背景に、市民の文化活動も活発化し、一層多様化の傾向にある。

そのような中、本市はすべての市民が幸せを実感できるまちづくりの一つの条件として美しいものに感動できる

「豊かな感性を育むまちづくり」を掲げ、伝統と風土に根ざした創造性豊かな市民文化の振興に積極的に取り組

んでいる。

本年は第4回「草枕」全国俳句大会、第5回全国邦楽コンクールなどの事業を「くまもとお城まつり」の一環

として引き続き開催するとともに、 「第54回国民体育大会公開競技スポーツ芸術」として全国に熊本の文化を発

信する。また、中国桂林市との友好都市締結20周年を記念した文化交流も行う。

このほか、市民と行政が一体となった文化的質の高い総合行政の推進を目指すとともに、行政内部の文化化に

も取り組んでいる。

(1 )人づくり基金制度(平成3年度から実施)

日　　的　　将来にわたって「豊かな自然と文明の調和」をめざし、 「安全と活力に満ちた熊本市」をつ

くるための、創造性豊かな人材を育成する。

基金の額　　577,671,677円

年 度 3 ～ 5 6 7 8 9 10 累計

援 助 件 数 6 4 13 10 l l 7 9 1 14

援助金額 (千円) 7 7 ,2 00 19 ,6 0 0 l l ,6 00 15 ,50 0 6 ,00 0 一 5 ,5 00 13 5 ,4 00

(2)市民の文化の振興

ア　熊本県文化協会への助成

事業内容　県内の文化関係の諸団体ならびに諸機関等の相互の連絡調整をはかり、文化の育成発展に寄与

することを目的に文化事業の主催ならびに後援、県内各種文化団体ならびに文化機関の相互の

連絡調整と情報交換、県外文化団体ならびに文化機関との交流、その他文化の育成発展に必要

な事業を行っている。

加盟団体　346団体

事業予算　78,869千円(平成11年度)

助成金額15,000千円(平成11年度)

イ　市民美術展の開催

日　　的　熊本市民の芸術文化の奨励と普及を図り、文化の香り豊かな魅力ある熊本市を形成していくた
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め開催する。また、応募者全員の作品を展示するアンデパンダン展方式を採用している。

会　　期　平成11年11月7日～11月14日

会　　場　熊本県立美術館本館

年度 6 7 8 9 10

応募点数 400 405 309 547 540

部　　門　洋画・日本画・版画・彫刻・写真・書

り　平成10年度文化事業

・ 「全国邦楽コンクール」　平成11年10月30日

世界に誇る伝統音楽である邦楽を継承・発展させるために全国の才能ある邦楽演奏家を発掘し、育成の

契機をつくるとともに新しい時代の邦楽の進展に寄与し、 「くまもとお城まつり」を通して熊本の魅力を

全国に向けて発信する。

・ 「草枕」全国俳句大会　平成11年10月31日

平成8年に夏目激石来熊記念事業として創設した俳句大会を9年度より「くまもとお城まつり」行事の

一環として開催。

激石顕彰と共に2カ年にわたり、来年生誕100年を迎える熊本市名誉市民の中村汀女の顕彰大会として

位置づけ、 「熊本と俳句」家全国に発信する。

( 3 )熊本市美術館の建設

広く市民に開かれた、市民に親しまれる美術館をめざし、熊本市美術館建設検討委員会の答申(平成11年3・

月答申「熊本市美術館の目指すべき構想について」)に基づき、上通A地区市街地再開発ビル内の3階、及び

4階の一部に美術館の建設を進めている。

( 4 )財団法人熊本市美術文化振興財団

本財団は、美術を中心とした芸術文化の発展と振興に貢献する目的で平成6年10月に設立され、広い視野と

自由な立場で郷土ゆかりの美術家等を顕彰し、調査・研究を行っている。

また、本市所蔵品の中から、平成8年開催に続き、優れた美術品を紹介する2回目の「所蔵品展」を開催す

`る。

会期　　8月17日　～　8月22日

会場　　熊本県立美術館　本館

15　第54回国民体育大会

(1 )熊本市開催方針

豊かな自然に恵まれ、歴史と伝統をもつ、 "水と緑の都''熊本市で開催される第54回国民体育大会は、 65万

市民総参加のもと、その英知と情熱を結集し、全国から集う人々に深い感動を与え、 21世紀に向けて新たな飛

躍となる、熊本らしい心のこもった国体の成功を目指す。

この大会を契機として、スポーツと文化の一層の振興と発展を図り、健康で豊かで、生き生きと光り輝く、

"ヒューマンシティ・くまもと"実現に貢献するものとする。

実施目標

ア　本市で行われる競技会の準備に当たっては、市民あげて一致協力し、その開催に万全を期す。

イ　大会開催を契機として、本市におけるスポーツ・文化の振興に寄与する。
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ウ　全国から集う人々を、心から暖かく迎え、友情の輪を大きく広げるとともに、熊本の歴史や文化や産業

を広く全国に紹介する。

(2)愛称・標語

「くまもと未来国体_ ・ 「人、光る。」

(3)開催日程

夏季　平成11年9月11日(土　　　14日(火)(4日間)

秋季　平成11年10月23日(土)　-　28日(木)(6日間)

(4)会場一覧

夏　　季　　大　　会

(正式競技)　　　　　　　　　　　　　　　　(デモンストレーションとしてのスポーツ行事)

会 場 地 競 技 会 場 会 場 地 競 技 会 場

熊 本 市

開 会 式

熊本市総合屋 内プ】ル

(アクアドーム くまもと)

城 南 町 グラ ウ ン ド . ゴル フ 城南 町塚 原古 墳 公 園

菊 水 町 家庭婦人バレーボー ル

菊 水 町 民 体 育 館
閉 会 式

菊 水 ふ れ あ い 会 館

水

泳

競 泳 菊 水 中 学 校 体 育 館

飛 込 三 加 和 町 .-< * > v 三加和町総合グラウン ド

長 洲 町

少 年 少 女

ス ポ ー ツ サ ッ カ ー

有 明 サ ッ カ ー 場
シンク ロナイズ ド

ス イ ミ ン グ
日立造 船 サ ッカ ー 場

金魚と鯉の癖多目的広場
水 球 県立熊本高等学校プール

長洲町総合スポーツセンターグラウンド

:K
ウ
リ
ン
グ

開 始 式 熊 本 市 民 会 館

西 合 志 町

西合志町中央運動公園グラウンド

成年男子 、成年女子 熊本交通センターボウル 西合志南中学校グラウンド

西合志中学校グラウン ド少年男子 、少年女子 サ ン ピ ア ン ボ ウ ル

一 の 宮 町

一の宮 町総合運動公園

人 吉 市 カメ】
ス ラ ロ 】 ム
ワイル ドウオーター

球磨川特設カヌー競技場 一の宮中学校グラウン ド

古城小学校 グラウン ド水 俣 市 カヌー 7ラブけオータート シング 水俣汚特設カヌー競技場

中通小学校 グラウン ド
菊 池 市 ボ ト 菊池市斑蛇口湖ボー ト場

波 野 村 グ ラ ウ ン ド.ゴ ル フ 東亜建設総合スポーツセンター波野

字 土 市 ヨ ッ ト 宇 土 マ リ. ー ナ 自 水 村 少年少女スポーツ剣道 白水農村勤労者福祉センター

旭 志 村
ゴ ル フ

I (成年女子 、少年女子)

熊本 中央 カ ン トリ ー

ク ラ ブ

津 奈 木 町 ゲ ー ト ボ ー ル 津奈木町総合グラウンド

河 浦 町
家 庭 婦 人

バ レ ー ボ ー ル

河浦 町中央町民体育館

西 原 村
ゴ ル フ

( 成 年 男 子 )
グラ ンドチ ャンピオン

ゴ ル フ ク ラ ブ

河浦勤労者体育センター

河 浦 中 学 校 体 育 館

探 田 村
ゴ ル フ

( 少 年 男 子 )
熊本クラウンこ力レフ倶楽部
深 田 コ ー ス

一町 田小 学 校 体 育 館

一町田小学校第一分校体育館
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秋　　季　　大　　会

正式競技

会 場. 也 競 技 会 場 会 場 地 競 技 会 場

熊 本 市

開 会 式 熊本県民総合運動公園
陸 上 競 技 場

菊 池 市 剣 道 菊 池 市 総 合 体 育館

閉 会 式 宇 土 市 相 撲 宇 土 市 民 体 育 館

陸 上 競 技 熊本県民捻合運動公園陸上競技場
松 橋 町 ハ ン ド ボ ー ル

( 少 年 女 子 )

松橋町総合体育文化センター

バ レ ー ボ ー ル
(少年男子、少年女子)

熊本市総合体育館.青年会館 松橋町立松橋中学校体育館

県立熊本工業高等学校体育館
小 川 町

サ . ツ カ ー
( 成 年 男 子 )

小川町観音山町民グラウンド(A)

小川町観音山町民グラウンド(B)県立第二高等学校体育館

体 操 ( 競 技 ) 熊本県立総合体育館
鹿 本 町

ハ ン ド ボ ー ル
( 成 年 男 子 )

鹿 本 町 民 体 育 館

バ スケ ッ トボ ー ル
(少年男子、少年女子)

熊本市捻合屋内プール

県立済々 費高等学校体育館
鹿 央 町 ハ ン ド ボ ー ル

( 成 年 男 子 )
鹿 央 町 公 民 館

県立熊本高等学校体育館

県立熊本農業高等学校体育館 植 木 町 弓 道 植 木 町 弓 道 場

ソ フ ト テ ニ ス 熊本県民総合運動公園テニスコート
七 城 町 サ ッ カ ー

( 成 年 女 子 )

七 城 町 運 動 公 園

七城町営総合グラウ.ンド
自 転 車
(トラック . レース) TL.ヒ 血 ロ

月民 本 脱 輪 場

大 津 町 サ ッ カ ー
( 少 年 男 子 )

大津町運動公園球技場

大津町運動公園競技場ライフ{朋 .L芸 芸 熊本市立 白川 中学校

大津町運動公園多目的広場A熊本県警察学校けん銃射撃場

大津町運動公園多目的広場Bな ぎ な た 県立熊本西高等学校体育館

八 代 市

バ ド ミ ン ト ン 八 代 市 総 合 体 育 館 菊 陽 町 ア ー チ ェ リ ー 菊陽杉並木公BI特設アーチエ))ー会場

ラグビーフットボール

熊本県営八代運動公園陸上競技場
合 志 町

バ レ ー ボ ー ル
(成年女子6 人制)

合 志 町 総 合 体 育館
熊本県営八代運動公園多目的広場

八 代 市 球 技 場
潤 水 町

馬 術 県立菊池農業高等報特設馬術競技場

人 吉 市 バ レ ー ボ ー ル
(成年男子9人 制) 人吉スポー ツパ レス

銃 剣 道 酒 水 町 営 体 育 館

阿 蘇 町 空 手 . 道 阿 蘇 町 立 体 育 館

荒 尾 市

軟 式 野 球
( 一 般 A ) 荒尾運動公園野球場 小 国 町 ホ .ツ ケ ー 小 国 町 林 間 広 場

高 森 町
テニス (成年女子)
(少年男子、少年女子)

高 森 町 民 体 育 館

ソ フ ト ボ ー ル
(成年男子、成年女子)

荒 尾 運 動 公 園
ソ フ トボ ー ル球 場

R
休暇村南阿蘇テニスコート

荒尾運動公園多目的広場

久 木 野 村 テ ス
( 成 年 男 子 )

グリー ンピア南阿蘇
テ ニ ス コ ー ト水 俣 市 ソ フ ト ボ ー ル

(少年男子、少年女子)
水 俣 湾 埋 立 地
特設ソフトボール球場

長 陽 村 フ ェ ン シ ン グ 長陽村立長陽中学校体育館

玉 名 市

レ ス リ ン グ
玉名市 桃田運動公園
総 合 体 育 館

御 船 町
バ スケ ッ トボ ー ル

( 成 年 女 子 )
御船町スポーツセンター

軟 式 野 球

( 一 般 A )

玉名市桃田運動公園
野 球 場 嘉 島 町 卓 球 嘉 島 町 民 体 育 館

本 渡 市

山 鹿 市

牛 深 市

ハ ン ド ボ ー ル 県立天草工業高等学校体育館

益 城 町

バ スケ ッ トボ ー ル
益 城 町 総 合 体 育 鋸

益城町立飯野小学 校

( 少 年 男 子 ) 本渡市稜南中学校体育館 ( 成 年 男 子 )

ハ ン ド ボ ー ル オムロン鹿陽センター体育館 ラ 式 典

( 成 年 女 子 )

柔 道

>< U - * ' - >l

山鹿 市 総 合 体 育 館

山鹿 市 総 合 体 育 館

牛 深 市1総 合 体 育 館

イ A R

S F RA PB RB P 熊 本 県総 合 射 撃 場

益 城 町 町 民 体 育 館

(成年男子6人制 ) ク レ ー 射 撃 熊 本 県 総 合 射 撃 場
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会 場 地 競 技 会 場 会 場 地 M ft 会 場

鏡 町 ウエイトリフティング
鏡勤労者体育センター 本 渡 市

五 和 町
苓 北 町

自 転 車

(ロード. レース)

天 草 下 島 特 設

ロード.レース..コース鏡町立文政小学校体育館

芦 北 町
体 操

(新 体操 )
芦北町民総合センター

砥 用 町

矢 部 町

泉 村

五 木 村

山

岳

式 典 県立矢部高等学校グラウンド

縦 走 九州中央山地特設縦走.踏査競技場

錦 町
軟 式 野 球

( 成 年 )
錦町国体記念運動公園

(成年男子 ) 大行寺山縦走競技会場

(成年女子 )
甲佐岳縦走競技会場

上 村
軟 式 野 球

( 成 年 )
上村総合運動公園野球場

(少年男子 )

(少年女子 ) 矢山岳縦走競技会場

免 田 町
軟 式 野 球

(一 般 B )

免田町総合体育センター

グ ラ ウ ン ド

踏 査 九州中央山地特設縦走.踏査競技場

(成年男子 ) 万坂山踏査競技会場

多 良 木 町
軟 式 野 球

(一 般 B )

多良木町多 目的総合

グ ラ ウ ン ド

(成年女子 )

雁俣山踏査競技会場(少年男子 )

相 良 村
バ レ ー ボ ー ル

(成年女子 9 人制)
相良村 総合体育館

(少年女子 )

登 は ん

五木村特設登はん競技会場
桧 島 町 ボ ク シ ン グ 栓島町総合センター「アロマ」

(成年男子 )

(成年女子 )

開 競

熊 本 市
高 等 学 校 野 球

藤崎台県 営野球場 八 代 市
高 等 学 校 野 球 熊本県営八代運動公園

( 硬 式 ) (一.軟 式 ) 野 球 場

公 開 競

也兄兄
技
名

部

門

事 業 名 .期 日 会 場
部

門
事 業 名 期 日 会 場

ス

・K

I

ツ

コ;

衝

*

J 、ロ

オープニ ング

フェスティバル

(国体前夜祭 )

10月22 日(封
県立劇場

コンサー トホール

R

示

全国スポ ーツ写真展
10月23日(刀

～10月28 日(初
パー ク ドーム熊本

高等学校 文化連盟

高校 生作 品展

10月23日(刀 .

、10月28 H it !

パーク ドーム熊本
くま もとを歌 う

(熊本県合唱連盟

プ レ50周年記念)

10 H 26 H 州
県立劇場

コンサー トホール
第12匝-野本 クラフ ト

フェステ ィバ ル

10月22 B 固

～10月29 H t封

県立美術 館分館

熊本オペラ芸術協会公演

歌劇 「細 川ガ ラシア」

出田敬 三作 曲

10月29日(封

10月30H 仕)

県立劇 場

演劇ホール 平安 時代 の美術展
10 H 20 H I心

～11月28 日(日)

県立美術館本館

熊本交響楽団

第68回定期 演奏 会
10月31日(日)

県立劇場

コ ンサー トホール

ひのくに火 国の古代遺産展
10月20 日(刺

、in 4 n ㈱

県立美術館 本館

:たT)エブタ.シミオナート記念

第 1 回熊 本 "ベルカ

ント イタリアーノ"

国 際 声 楽 コンクール

10月24 日(日)
県立劇場

コ ンサ 】 トホール

くら しの工芸展1999
9 月 8 日(刺

～ 9 月19 日(日)

県伝統工芸館

くまもとの工芸400年祭

"源流 と未来" 展

10月19 日㈹ .

～11月 7 日(日)

県伝統工芸館
21世紀へのおくりもの

1999そして明日へ...

バレエ .日本舞踊 .

オーケストラの饗宴

10 0 23 n LH

2 回公演

県立劇場

演劇 ホール 武道.スポーツと文学
10月22 H 蜘

～10月28日(刺

熊本近代文化館
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山L況
技
名

部

門

事 業 名 期 日 会 場
部

門

事 業 名 期 日 会 場

ス

ポ

I

ツ

茶

術

s?

ノ、[コ

第10回熊本県高等学校

郷土芸能 . 吟詠 剣 詩

舞発表会

10月30 日出
県立劇場

コンサー トホール

ォ

示

肥後の伝統 . 創造 の

熊本- いけばな

「合同いけばな展」

10月23 日(力

～10月28 日㈱

パ ーク ドーム熊本

10月22 H t劫

～10月31日(日)

県立劇場

英国Can d o C o

(カ ンドゥ】コ)

ダンスカ ンパニー

熊本公演

10月27 H (刺
県立劇場

演劇ホール

そ
の
他

合 . 同 茶 会
10月23 日仕)

～10月28 日(湘

パーク ドーム熊本

n

.ム、口

くまもとお城 まつ り

全 国邦楽 コンクール
10月30 日(刀 熊本市民会館

第38回

熊本県童話発表大会
10月31日(日) 県 立劇場大会議室

くまもとお城 まつ り

「草枕」全国俳句大会
10月31 日(日) 熊本市民会館

第15回

熊本県民俗芸能大会 .
10月24 日s

県立劇場

演劇 ホール
くま もとお城 まつ り

自 主 事 業

10月23 H 仕)

24 日(日)

2 7 H 舶

熊本市民会館

第38 回

熊本県新人演奏会
10H 2 8 B *

県立劇場

コンサ】 トホール くまもとお城 まつ り

熊 奉 音 楽 祭
11月 3 E]休) 熊本市民会館

グラン ドフィナー レ 10月31 日(日)
県立劇場

演劇ホール

市 民 会 館

自 主 文 化 事 業
10月17日(目) 熊本市民会館

そ

の

他

合同華展 . 合同茶会
10月23 日仕)

～10月24 日(日)

人吉 カルチャーパ レス

(展 示 場 、 和 室 )

ォ

示

くまもとお城 まつ り

協賛特別企画展

10月22日(封

～10月31日(日)
熊 本 市 博 物 館

a

上、口

芝居 小屋 「八千代 座

(重琴文化財)」に集 う
10月24 日(日) 八 千 代 座

旧細川ー刑 部邸

特別収蔵 品展

10月 1 .日(封

～11月 3 日㈱
旧 細 川 刑 部 邸

w

示

は ば た く l

こ ど もの大 壁 画 展

10 H 2 3 H LH

～10月28 B 和
山 鹿 市 総 合 体 育 館

海外紹介展示
10月 1 H G封

～10月31 日(日)
熊 本市 国際交流会館

山 鹿 灯 寵 と

豊 前 街 道 展

10月23日(刀

～10月28 日㈱

山 鹿 市 豊 前 街 道

,99私のギ ャラリー展
7 月 1 日㈱

～2 月29 日(日)
総 合 女 性 セ ン タ ー

そ

の

他

ー古 代 浪 漫 探 索 -

装飾古墳 と石 造文化

10月23 日仕)

～10月28 日(和

肥 後 古 代 の 森

山 鹿 地 区

くまもと

女性 フォーラム,99

10月15 日(封

～10月24 H H)
総 合 女 性 セ ン タ ー - 躍動か らの開放 T

スポーツ と温泉の

共存体感

10月23 日は)

-1 0 H 28 B W

さ く ら 湯 ほ か

*

ノ、ロ

前夜祭

「,99スポーツアー ト

フェステ ィバル in

やつ しろ」 (仮称 )

io n 23 H LH ′＼代 * 蝣W - 'I' 去 やつ しろ

全国花火競技大会
10月16 日仕) 球 磨川 ス ポ ー ツ公 園

「陣内貴美子」講 演 会

～緊張 と開放感の
狭間で

10月24 日(日) . 八 代 市 厚 生 会 館

ォ

jlLL
LJ

人吉文化祭
11月 2 日㈹

3 蝪(* )

人吉 カルチ ャーパ レス

( ホ ー ル . 和 室 )

展

示

to w n -g allery と

八代神社 祭礼神行

行列展示 会

10月24日 a

～10月31 H H
八代市本町ア】ケ ー ド

展

示

人吉球磨総合芙展
10月23日仕)

～10月28 日㈱

人吉 ス ポ ー ツ パ レス

武 道 場

秋季特別展覧会

「江戸時代をまとうー 10月22 0 6鋤 八 代 市 立 博 物 館 "慈悲と慈愛と微笑みとh 9 月18 日(刀 人吉 ク.ラ フ トパ .ー ク

松井文庫の染織 品 」

(仮称 )

～11月23 日的 未来の森 ミュージア ム 相良三十三観音巡 り ～10月31 日(日) 石 野 公 園
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( 5)熊本市での開催競技

ア　正式競技(10競技)

夏季　　水泳、ボウリング

秋季　　陸上競技、バレーボール、体操、バスケットボール、ソフトテニス、自転車、ライフル射撃、

なぎなた

イ　公開競技(2競技)

秋季　　高等学校野球、スポーツ芸術

(6)開催準備経過

平成元年12月4日　第54回国民体育大会熊本県準備委員会開催(第1回)

平成4年4月1日

平成5年12月16日

平成6年7月5日

平成6年11月9日

平成7年7月26日

平成8年7月9日

平成8年7月31日

平成9年6月26日

平成10年6月23日

夏季主会場一熊本市が設置することに決定

秋季主会場一熊本県が設置することに決定

熊本市企画調整局内に国体準備室を設置

市議会で国体開催決議(12競技)

第54回国民体育大会熊本大会正式内定

第54回国民体育大会熊本市準備委員会設立総会開催

第54回国民体育大会熊本市準備委員会第2回総会開催

第54回国民体育大会熊本大会正式決定

第54回国民体育大会熊本市準備委員会第3回総会・実行委員会設立総会開催

第54回国民体育大会熊本市実行委員会第2回総会開催

第54回国民体育大会熊本市実行委員会第3回総会開催

(7)熊本市総合屋内プール(アクアドームくまもと)施設の概要

所在地

構　　造

敷地面積

延床面積

着　　工

開　　館

熊本市荒尾町1244番地

鉄筋コンクリート造　地下1階、地上3階建

111,011.65m2

26,566.28m2 (プール棟24,231.17m2、倉庫・合宿所その他2,335.11m2)

平成6年7月

平成10年7月1日

総事業費　　26,071,880千円

主要施設　　メインプール(観客席　約3,000席)

5月～8月(プール)　公認競技プール　50mX25.5m、 10コース

公認飛込プール　25mX23m

10月～11月(多目的フロア)

12月～3月(アイススケートリンク)

サブプール(観客席　約200席)　公認競泳プール　25mX18m　7コース　通年利用
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その他施設

合宿所、トレーニング室、レストラン、情報展示コーナー、駐車場常時400台

利用者状況(平成10年度実績)

90,808人(プール41,063人、アイススケート23,713人、多目的フロア2,377人、トレーニング室14,305人、

その他9,350人)

16　職　員　研　修

(1 )研修受講人員
(平成10年度)

区 . 分 研 修セ ンター研 修 自主 研 修 派 遣研 修 職 場研 修 合 計

延 人 員 1,443 66 147 2 ,444 4,100

(2)研修センター研修

研 修 名 対 .象 回数 人員 ti tk 実施時期 内 容

ア

特

刺

研

修

敬
場
環
境
づ

¥
り

課長補 佐特別研修 課 長 補 佐

回 人 EI 月
『職場 にお ける変革マ ネジメン トの手 引

8 255 2 8- 10
き』 を使 って、各職場 にお ける職務の創

.造 と再設計の手法 と、それを推進す る人
材 の新 たな育成 方法の修得 を図 る0

業務 構 造 化研 修 ラ イ ン の 係 長 1 . 18 3 10 - ll
自治体業務 の戦略形成 に必要 な業務構 造

化技術 の修得0

政 策 形 成 演 習 研 修 3 0歳 代 の 職 員 1 19 、 6 8～1 職員 の政策形成能力の養成 0

政
第 I 部

所属長指名 職員
1 77 0 .5 5

地方 自治体 固有 の行政運営展開に欠かせ

栄
法
務
研
修

及 び 所 属 長 ない政策法務の理論 と手法 の修得 0

第 Ⅱ 郡 所属長指名 職員 1 4 7 1 5

ボ ラ ン テ ィ ア 研 修 . 新 規 採 用 職 員 2 90 0 .2 4 .5 職員のボラ ンティア意識の醸成 を図る0

職 員 講 演 会 全 . 職 員 1 200 0 .5 7
社会 .経済情勢等の変化 に対応で きる能

力の養成0

イ

基

本

研

修

新 規 採 用 職 員 研 修

一 般 行 政 職

及 び 業 務 職
1 71 ll .4

公務員 .組織人 としての心構 え、基本 的

態 度を修得 し、 さらに熊本市職員 と して

の基礎知識の習得0 また、市民 の立場 で

考 え、サー ビス提供がで きる職員の育成0
保健婦 .看 護 婦

幼 稚 園 教 諭
1 19 9 5

新親採用職員フォロー研修 新 規 採 用 職 貞 2 90 5 10
半年間の実務経験 を振 り返 り、仕事へ の

モチベ ーシ ョンを高める0

事 務 員 . 技 術 貞研 修
初 級 職 採 用

3 年 目 の 職 員
1 24 3 12 実務遂行能力の向上0

業 務 職 員 研 修
採用後15年 目の

業 務 職 員
1 28 2 8

職場の 中堅 としての役割や責任 を考 え、

業務遂行の意欲向上 を図る0

吏 貞 研 修 第 I 部
吏員昇 任 後 2年

目の主事 . 技 師
3 113 2 6 事務改善のためのスキルを修得す る0
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研 修 名 対 象 回数 人員 u & 実施 時期 内 容

イ

基

本

研

修

吏 員 研 修 第 Ⅱ 部
吏員 昇任 後 7年

.目の主事 .技 師

回 人

115

= n
問題 解決能力の向上 を図 り、活 力に満 ち

4 .4 7,9
た職場作 りに貢献す ることがで きる リー

ダー的な職貞 を育成する0

作 業 長 . 主 任 研 修
作 業 長 . 主 任

1-
1 24 1 8

現場 の責任者 及び指導者 に必要な知識 及

び技 能を深め る0

係 長 研 修 第 I 部 係 長 級 昇 任 者 3 106 3 7 ,10 ,ll
監督者 として、業務遂行 に必要な知識 .

技能 を習得 させ る0

課長補 佐 研 修 第 I 部 課長補佐級昇任者 2 59 2 5

「目標に よる管理」 の考 え方 を理解 させ

る0 業務の 目的 . 目標、評価尺 度を設 定

で きるスキルを修得する0

課 長 研 修 第 I 部 課 長 級 昇 任 者 1 29 3 7

課長 として.の ミッシ ョンを認識 し、組 織

内外 の環境 変化 に対応で きる組織 づ く り

の手 法を修得す る0

ウ

実

ft

研

修

行 政 法 研 修 全 職 員 1 18 6 2 自治体職員 の法務能力の向上を図る0

民 法 研 修 全 職 員 1 30 7 1,2 民法 について基本的 な理解 を深 める0

パ ソ コ ン 研 修 全 職 員 5 85 1 2 ,3 パソ コンの基本的操作法 を修得 する0

エ

内

那

3*F
節
秦
成
研
修

吏 員 研 修 講 師 養 成 吏員研修内部講師 2 ll 1 6
吏員研修講師 として必要 な基礎 的研 修理

論の修得 と指導技術の向上 を図る0

公 務 員 倫 理 研 修 課長補佐級 職員 1 22 1 2
各職場における公務員倫理意識の維持高

揚を図る0

接 遇 研 修 講 師 養 成 接 遇 研 修 講 師 4 5 ド +4 1 .2

新規採用職員に対 して行 う接遇研 修の指

導者 として必要な知識 .技能態度の修得

及び能力の向上 を回 る0

(3)自主研修

研 修 名 対 象 "I-..- 人員 . 実施時期 内 容

通 信 教 育 全 職 . 負

回 人

26

月

4～3
"自ら学ぶ姿勢" を持つ意欲ある職員を援助

することにより、自己啓発の促進を図る。

職 員 提 案 全 職 員

件

12 4～3

本市の事務事業に関する職員の提案を奨励す

ることをl=より、市政に対する職員の参画意識

の高揚を図る0

中 国 語 研 修 全 職 員 1 6
10月から 国際的な広い視野と識見を備えるために、そ

6 カ月.間 の基礎となる語学能力を養う0

ドイツ語研 修 全 職 員 1 22
10月から

6 カ月間
同上

職 員 研 修 誌 全 職 員 2 9. 3

時代に適応した記事を掲載し、全職員への自

己啓発意欲の浸透と市職員としての素養の向

上を図る0
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(4)派遣研修

研 修 名 場 所 人 員 期 間

港
外
塗

1邑
研
修

短 期 型 ド イ ツ ほ か 欧 州 各 国
人

21
8「13日

滞 在 型
ア ム ス テ ル ダ ム 市

ハ イ デ ル ベ ル ク 市
2 78- 93日

都 市 派 遣 研 廠 大 阪 市 、 京 都 市 ほ か 16 3日

自 治 大 学 校 東 京 都 2 3カ月l～5カ月

国 際 文 化 ア カ デ ミ ー 滋 賀 県 大 津 市 12 9日～1カ月

市 町 村 .ア カ デ ミ ー 子 葉 市 9 4- 10日

専 門 職 員 派 遣 . 建設大学校、国立公衆衛生院ほか 17 10日以上

大 学 研 究 生 . 聴 講 生 派 遣
熊 本 県 立 大 学 大 学 院

ア ドミニス トレーション研究科
1 1年間

そ の 他 の 派 遣 研 修

熊 日 経 営 セ ミ ナ ー

自治体女性管理監督者研修会

県下11市女子職員研修 その他

b/ 1～5日

(5)職場研修

研 修 名 対 象 0 ft 人 貞 日数 実施時期 内 容

保 育 所 研 修 保 育 課 職 貞 回 人 日 n 保育指針の理解を深め実践面の深化を図るとともに、

20 790 1～5 4～3 社会の変化に対応する保育所の在り方を考える0

保 健 婦 研 修
保 健 所 . 保 健

5 139 1 4～3
公衆衛生看護の効果的な活動展開のための知識 .技

セ ンタ 】職 員 等 術の修得を図る0

用 地 研 修
用 地 取 得 に 携

2 4 5 6,ll
用地取得に携わる職員に対し、用地事務に関する基

わ る 職 員 本的知識を修得させることを目的として実施する0

職 場 集合 研 修 全職 場 . 全 職 員 13 1,099 1- 2 4～3

各職場の業務に密着した研修を、職場主導型で実施

することにより、業務の効率化及び職場の活性化を

促進する0

職場指導 員研 修 職 場 指 導 員 2 70 0▼5 4
後輩指導 .育成に関する基本的な方法を修得する こ

とにより、新規採用職員への指導体制の充実を図るO

接 遇 研 修 全 職 員 5 300 1～3 ll,2,3
各職場との連携を強化 し、現場での接遇研修 を実施

する0

組織活性 化研 修
交通局 .市民病院

1 20 3 3
緊密な人間関係に基づ く明るい職場風土づ くりを目

職 員 指す
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17　人　事　委　員　会

人事委員会は、地方公務員法第7条第2項の規定に基づき、人事行政の適正な実施を確保するため、平成6年

4月1日に設置された人事機関であり、人格が高潔で人事行政に関し識見を有する者のうちから議会の同意を得

て市長が選任する3人の委員をもって組織されている。

人事委員会は、法律及び条例の規定に基づき、人事行政に関する調査研究をはじめ、職員の採用及び昇任に係

る競争試験・選考の実施、給与の報告及び勧告、職員に関する条例案に対する意見の申出、労働基準監督機関の

`職権行使、人事委員会規則の制定改廃並びに職貞の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に対する不服申立

ての審査などを主な業務としている。

( 1 )平成10年度職員採用試験の実施状況

. 試験区分 職 種 申込者数

第一 .次

受験者 数

A

第一次

合格者数

第二次

受験者数

最 終

合格者数

B

倍 率

A / B

上 級 職
事務職

人 K 人 人 V 鰭

676 474 40 40 22 2 1.5

技術職 - 化学 49 38 4 4 2 19 .0

文化財専 門職 20 15 2 2 1 15 .0

〔上級職 小計〕 745 527 46 46 25 2 1.1

免許資格職

(上級職 )

獣医師 8 7 4 3 1 7 ー0

薬剤師 31 28 4 4 1 28 .0

保健婦 (士 ) 79 74 16 15 8 9 .3

助産婦 6 5 2 2 1 5 .0

学芸員 5 5 2 2 1 5 .0

〔免許資格職 (上級職 ) 小 計〕 129 119 28 26 12 9 .9

初級職 . 事務職 284 220 20 20 10 22 .0

免許資格職

(中級職 )

保母 192 174 14 13 7 24 .9

看護婦 (士 ) 99 89 16 14 8 . ll.1

〔免許資格職 (中級峨 ) 小 計〕 291 263 30 27 15 17.5

消 防職 初級消防職 204 173 12 ll 6 28 .8

《総 計≫ 1 ,653 1 ,302 136 130 68 19.1

( 2 )職員の給与等に関する報告及び勧告

人事委員会は、平成10年職種別民間給与実態調査をもとに、平成10年10月2日市議会議長及び市長に対して

「職員の給与等に関する報告及び勧告」を行った。

その主な概要は、次のとおりである。

ア　職員の状況(平成10年4月現在)

区 分 職 員 数 平 均 給 与 平 均 年 齢 平均経験年 数

全 職 員 5,754 人 37 1,200円 40歳0月 19年3月

一 般 行 政 職 2,775人 352 ,099円 40歳5月 19年 1月
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イ　民間の状況

調査対象は、市内の70事業所(企業規模100人以上、事業所規模50人以上の184事業所から抽出)

り　公民給与の較差(一般行政職の職員と民間の同種の従業員の給与の比較)

民 間 給 与 (A ) 職 員 給 与 (ち) 較 差 A - B )

366 ,16 5円 363,583円 2,582円 (0.71% )

4 月遡及改定分 の影響 (積残 し分 ) 164 円 (0.05% )

合 計 . 2J 46P3 (0 .7 6 % )

工　勧告の内容

給料表は、'民間給与との較差を考慮するとともに、国及び他の地方公共団体の職員の改定状況並びに本市

の実状を勘案して改定すること。

諸手当については、民間の支給状況並びに国及び他の地方公共団体の状況を考慮して改定すること。

この改定は、平成10年4月1日から実施すること。ただし、宿日直手当の改定については、平成11年1月

1日から実施すること。

(3)公平審査

平成10年度には、措置要求事案及び不服申立て事案はなく、係属中の事案もない。
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18　選 挙

( 1 )永久選挙人名簿登録者数
(平11.6. 2現在)

開 票 区 投 票 区 投 票 所 男 女 計

1

10 1 熊 本 市 役 所 8 18 1 ,0 19 1 ,8 3 7

10 2 慶 徳 小 学 校 8 66 1 ,0 95 1 ,9 6 1

10 3 五 福 地 域 開 発 セ ン タ ー 1 ,0 63 1 ,5 24 2 ,5 8 7

1 0 4 一 新 小 学 校 2 ,0 05 2 ,64 4 4 ,6 4 9

10 5 一 新 .幼 稚 囲 15 ^ 1 ,08 7 1 ,8 3 9

10 6 上 熊 本 老 人 憩 の 家 7 4 1 9 30 1 ,6 7 1

10 7 上 熊 本 団 地 集 会 室 1 ,7 16 1 ,5 93 3 ,3 0 9

10 8 池 田 小 学 校 1 ,6 9 0 1 ,7 0 5 3 ,3 9 5

10 9 京 町 台 保 育 園 9 84 1 ,2 48 2 ,2 3 2

11 0 京 陵 中 学 . 校 1 ,2 9 3 1 ,6 1 1 2 ,9 0 4

11 1 冤 川 小 学 校 1 ,8 28 2 ,2 78 4 ,10 6

1 12 信 愛 女 学 院 幼 稚 園 9 6 9 1 ,3 74 2 ,3 4 3

1 13 碩 台 小 学 校 1 ,10 0 1 ,5 0 7 2 ,6 0 7

1 14 市 立 高 校 1 ,6 5 0 2 ,0 3 8 3 ,6 8 8

1 15 黒 髪 小 学 校 1 ,5 1 7 1 ,5 6 1 3 ,07 8

1 16 桜 山 中 学 校 2 ,6 4 2 2 ,5 2 8 5 ,17 0

1 17 清 水 小 学 校 2 ,3 3 8 2 ,7 8 5 5 ,12 3

1 18 亀 井 公 民 館 1 ,3 8 2 1,6 1 4 2 ,99 6

1 19 高 平 台 小 学 校 3 ,50 6 4 ,15 0 7 ,65 6

12 0 銀 杏 学 園 短 期 大 学 1 ,74 3 1,9 7 5 3 ,7 18

1 2 1 八 景 水 谷 公 民 館 1 ,4 7 8 1,73 3 3 ,2 11

1 22 城 北 小 学 校 2 ,8 7 4 2 ,09 3 4 ,96 7

1 23 清 水 北 老 人 憩 の 家 . 1,22 9 1,4 3 2 2 ,66 1

12 4 麻 生 田 小 学 校 2 ,98 5 3 ,58 5 6 ,5 70

1 25 稔 . 木 小 学 校 2 ,14 5 2 ,4 6 3 4 ,6 08

1 26 楠 小 学 校 2 ,58 2 2 ,88 3 5 ,4 65

1 27 武 蔵 小 . 学 校 2 ,46 4 2 ,73 0 5 ,1 94

1 28 弓 削 小 学 校 1 ,7 15 1 ,92 3 3 ,6 38

1 29 龍 田 .小 学 校 3 ,30 7 3 ,56 3 6 ,8 70

1 30 宝 積 寺 公 民 館 1 ,84 3 2 ,05 3 3 ,8 96

1 31 白 川 小 学 校 1,35 3 1 ,69 4 3 ,0 47

1 32 a a 1 ,20 8 1 ,53 6 2 ,7 44

1 33 九 州 学 院 1 ,32 3 1 ,86 2 3 ,1 85

1 34 大 江 小 学 校 1 ,76 4 1 ,85 6 3 ,6 20

1 35 菊 水 学 園 1 ,8 37 1 ,86 2 3 ,6 99

1 36 託 麻 原 小 学 校 3 ,34 5 3 ,56 7 6 ,9 12

1 37 白 山 保 育 園 94 3 1 ,16 9 2 ,1 12

一1 38 白 山 小 学 校 2 ,44 9 2 ,8 57 5 ,3 06

1 39 出 水 4 、 学 校 2 ,0 16 2 ,63 3 4 ,6 49

14 0 出 水 校 区 戸 井 の 外 集 会 所 1 ,4 07 1 ,88 2 3 ,2 89

14 1 東 水 前 寺 公 民 館 2 ,3 02 2 ,7 52 5 ,0 54

1 42 熊 本 県 庁 7 18 8 37 1 ,5 5 5

14 3 砂 取 小 学 . 校 2 ,1 78 2 ,8 9 1 5 ,0 6 9

1 44 出 水 中 学 校 2 ,8 70 3 ,28 1 6 ,1 5 1

1 45 出 水 南 中 学 校 1 ,4 71 1 ,7 92 3 ,2 6 3

1 46 江 津 潮 団 地 第 2 集 会 所 1 ,7 14 2 ,14 5 3 ,8 5 9

1 47 画 図 中 央 公 民 館 2 ,3 36 2 ,6 4 1 4 ,9 7 7

M S 湖 東 中 学 校 l 1 ,8 71 2 ,2 30 4 ,10 1

14 9 泉 ケ 丘 小 学 校 1 ,4 32 1 ,7 66 3 ,19 8

1 50 泉 ケ 丘 公 民 館 1 ,2 53 1 ,6 63 2 ,9 1 6

1 5 1 若 葉 小 学 校 2 ,0 99 2 ,5 0 7 4 ,6 0 6

1 52 東 野 中 学 校 2 ,4 99 2 ,8 74 5 ,3 7 3

1 53 . 秋 津 第 2 公 民 館 . 1 ,9 03 2 ,1 80 4 ,0 8 3

1 54 桜 木 小 学 校 .3 ,7 71 4 ,2 06 7 ,9 7 7

1 55 東 町 小 学 校 2 ,3 47 2 ,3 42 4 ,6 8 9

1 56 健 軍 東 小 学 校 2 ,6 69 3 ,0 6 0 5 ,7 2 9

1 57 健 軍 小 学 校 2 ,3 93 2 ,8 1 5 5 ,2 0 8

1 58 尾 ノ 上 小 学 校 3 ,8 59 4 ,3 16 8 ,17 5

1 59 京 壕 公 . 民 館 1 ,1 29 1 ,3 18 2 ,4 4 7

1 60 帯 山 中 学 校 1 ,8 96 2 ,2 5 6 4 ,15 2

1 61 帯 山 小 学 校 2 ,9 38 3 ,5 0 7 6 ,4 4 5

-74-



開票 区 投 票 区 投 票 所 男 女 計

1

16 2 帯 山 校 区 第 6 町 内 公 民 館 2,0 70 2 ,31 0 4 ,3 8 0

16 3 月 出 小 学 校 2,7 39 2 ,92 5 5 ,6 6 4

1 6 4 山 ノ 内 小 学 校 3,8 19 4 ,30 1 8 ,1 20

16 5 長 嶺 小 学 校 3,5 47 3 ,87 5 7 ,4 22

16 6 さ . く. ら 幼 稚 園 2,2 07 2 ,4 16 4 ,6 23

16 7 託 麻 南 小 学 校 2,5 34 2 ,8 70 5 ,4 04

16 8 託 麻 東 小 学 校 4,0 97 4 ,4 05 8 ,5 02

16 9 託 麻 北 小 学 校 2,6 64 2 ,8 04 5 ,4 68

17 0 託 麻 市 民 セ ン タ ー 1,7 92 1 ,8 00 3 ,5 92

17 1 託 麻 西 小 学 校 3,0 29 3 ,3 04 6 ,3 33

1 72 下 南 部 公 民 館 1,1 3 1 1 ,1 78 2 ,3 09

1 73 西 原 公 民 館 1,1 1 1 1 ,3 5 6 2 ,4 67

1 74 西 原 小 学 校 3,8 7 7 3 ,8 7 ,7 63

1 75 西 里 保 育 園 1,0 9 1 1 ,2 6 6 2 ,3 5 7

1 76 五 丁 保 育 園 1,19 4 1 ,3 0 0 2 ,4 94

1 77 明 徳 体 育 . 鰭 92 2 1 ,0 4 2 1 ,9 6 4

1 78 北 部 総 合 支 所 2 ,4 0 8 2 ,8 4 9 5 ,2 5 7

1 79 北 部 東 小 学 校 2 ,79 4 3 ,18 8 5 ,9 8 2

小 計 159 ,54 4 18 2 ,09 6 3 41 ,6 4 0

2

2 0 1 花 園 小 学 校 3 ,13 9 3 ,52 1 6 ,6 6 0

2 0 2 花 園 公 民 館 1,7 26 2 ,13 3 3 ,8 5 8

2 0 3 岳 林 寺 1,6 93 2 ,07 5 3 ,7 6 8

2 0 4 城 西 小 学 校 3,0 28 3 ,67 5 6 ,7 0 3

2 0 5 横 手 保 育 園 544 7 17 1 ,26 1

20 6 春 日 小 学 校 1,8 77 2 ,23 9 4 ,1 16

20 7 春 日 保 育 園 729 94 6 1,6 75

2 0 8 向 山 小 学 校 2,3 40 2 ,78 2 5 ,1 22

20 9 世 安 公 民 館 1,4 8 9 1 ,7 84 3 ,2 73

2 10 本 荘 小 学 校 1,3 0 7 1 ,7 50 3 ,0 57

2 11 春 竹 小 学 校 3,0 8 1 3 ,7 59 6 ,8 40

2 12 事 業 内 高 等 職 業 訓 練 校 1,9 3 7 2 ,3 08 4 ,2 45

2 13 託 麻 中 学 校 3,6 8 9 4 ,190 7 ,8 79

2 14 田 迎 南 小 学 校 . 2,3 12 2 ,5 77 4 ,8 89

2 15 御 幸 小 学 校 3 ,22 1 3 ,8 39 7 ,0 6 0

2 16 川 尻 小 学 校 . 1,72 4 2 ,0 4 2 3 ,7 6 6

2 17 城 南 中 学 校 2 ,19 2 2 ,91 0 5 ,10 2

2 18 城 南 小 学 校 789 88 6 1 ,6 7 5

2 19 森 下 保 育 園 1,48 8 1 ,72 6 3 ,2 14

2 20 日 吉 小 学 校 1,6 68 1 ,99 0 3 ,6 5 8

2 2 1 日 吉 東 小 学 校 2,0 23 2 ,23 5 4 ,25 8

2 22 力 合 小 学 校 3,0 08 3 ,29 2 6 ,30 0

2 23 薄 場 団 地 集 会 所 1,1 95 1 ,4 10 2 ,60 5

2 24 古 町 小 P 学 校 1,2 85 1 ,7 19 3 ,00 4

2 2 5 花 陵 中 学 校 2,2 15 2 ,84 2 5 ,0 57

2 2 6 自 坪 小 学 校 2,3 20 2 ,6 27 4 ,94 7

2 2 7 城 山 小 学 校 3,2 33 3 ,8 7 ,0 73

2 2 8 池 上 小 学 校 2,3 3 5 2 ,8 35 5 ,1 70

2 2 9 高 橋 . 小 学 校 840 9 78 1 ,8 18

2 3 0 中島地域福祉コミュニティセ ンター 758 9 06 1 ,6 64

2 3 1 二 番 公 民 館 791 9 25 1 ,7 16

23 2 小 島 小 学 校 1,0 4 8 1 ,2 75 2 ,3 23

2 3 3 有 明 保 育 園 269 2 92 5 6 1

23 4 松 尾 東 小 学 校 351 3 83 7 34

2 3 5 松. 尾 西 小 学 校 533 6 07 1 ,14 0

23 6 & m 北 公 民 95 104 19 9

23 7 河 内 小 学 校 1,19 8 1 ,4 0 7 2 ,60 5

23 8 み か ん の 里 振 興 セ ン タ ー 817 9 3 3 1 ,75 0

23 9 椎 亀 公 民 館 383 4 4 5 82 8

24 0 芳 野 小 学 校 531 57 4 1 ,10 5

24 1 飽 田 東 小 学 校 2,26 7 2 ,6 2 8 4 ,89 5

蝣M l 飽 田 南 小 学 校 836 1 ,0 16 1 ,8 52

24 3 飽 田 西 小 学 校 1,04 9 1 ,24 4 2 ,29 3

24 4 中 線 小 学 校 458 56 9 1 ,0 27

24 5 銭 塘 小 学 校 923 1 ,0 56 1 ,9 79

24 6 輿 . 古 閑 小 学 校 1,4 39 1 ,6 66 3 ,1 05

24 7 川 口 小 学 校 1,0 14 1 ,1 06 2 ,120

小 計 73 ,18 6 8 6 ,7 63 15 9 ,9 49

合 計 23 2 ,7 3 0 2 6 8 ,8 59 50 1 ,5 89
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( 2 )市議会議員選挙各種記録の推移

選挙施行年月 日

区 分
昭 58 . 4 .24 昭 6 2一4 .26 平 3 . 4 .2 1 平 7 . 4 .23 平 1 1. 4 .25

有 権 者 総 数 36 2 ,884 38 4 ,1 10 44 0,958 4 67 ,8 90 489 ,74 3

投 票 者 . 敬 24 8 ,675 2 55 ,36 1 28 2,185 270 ,6 23 278 ,909

投 票 率 (% ) 68 .53 66 .4 8 63 .99 57 .84 5 6.95

立 候 補 者 数 64 68 74 67 68

定 数 52 52 56 52 52

最 高 得 票 数 6 ,762 8 ,64 5 7,8 11 7 ,7 01 7,844

当 選 者 最 低 得 票 数 2 ,754 3 ,195 3,194 3 ,6 41 3 ,679

立 候 補 者 最 高 年 齢 84 73 77 81 85

// 最 低 年 齢 2 7 29 26 27 29

(3)過去の選挙の投票率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　%)

開 票 区

選 挙 別
第 .1 第 2 第 3 全 体

衆 議 院 議 員 総 選 挙 (平 5 . 7 .1 8 7 1 .7 3 7 1 .8 1 7 1 .8 4 7 1 .7 9

参 議 院 議 員 通 常 選 挙 (平 7 . 7 .2 3 )

( 逮 挙 区 )
4 4 .7 0 4 4 .3 4 4 4 .5 9

衆 議 院 議 員 小 選 挙 区 選 挙 第 一 区

(平 8 一1 0 .2 0
5 9 .2 7 5 9 .2 7

/, 帯 二 区

(平 8 .1 0 .2 0 )
6 0 .8 4 6 0 .8 4

県 議 会 議 員 補 欠 選 挙 (平 9 .1 2 .2 1 )

( 熊 本 市 選 挙 区 )
2 5 .34 2 2 .7 5 2 4 .5 1

衆議 院 議員 小 選挙 区 補 欠 選 挙 第 一 区

(平 1 0 . 6 -1 4 )
4 7 .9 6 4 7 .9 6

参 議 輝 議 員 通 常 選 挙 (平 1 0 . 7 .1 2 )

( 選 挙 区 )
5 5 一14 5 5 .6 2 5 5 .3 9

熊 本 市 長 選 挙 (平 1 0 .l l . 8 ) 3 1 .4 4 34 .2 2 3 2 .3 3

熊 本 県 知 事 選 挙 (平 1 1 . 1 .3 1 ) 3 1 .5 8 3 0 .8 0 3 1 .3 3

県 議 会 議 員 一 般 選 挙 (平 1 1 . 4 ▼1 1 )

( 熊 本 市 選 挙 区 )
5 4 .2 2 6 0 .9 0 5 6 .3 6

市 議 会 議 員 一 般 選 挙 (平 1 1 . 4 .2 5 ) 5 4 .4 2 6 2 -2 9 5 6 .9 5

(荏)開票区については平成7年7月23日の参議院議員通常選挙より2開票区となった。

国会議員及び県知事の選挙については、熊本市の投票結果を記載
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( 4 )各種選挙党派別得票状況

党派別

選挙 別
区 分 自 民 社 .氏 公 明 共 産 新 進 党

新 党

さ きが け
民 主 党 新 社会 党 諸 派 無 所 属 計

参議院議 員通 常選挙

(遠 挙 区 )

定 数 2

(平 7 . 7 .2 3

総得 票数 - - - 8,262 96,787 - T - 24 1 104 ,674 20 9,964

最 高 ,/ T - - 8,26 2 96 ,787 - - - 2 41 65 ,322 -
最 低 ;/ - - - 8,26 2 96 ,787 - - - 2 41 39 ,352 -
得 票率M - - - 3.9 3 46 .10 T - - 0.ll 4 9.85 10 0

候補 者 数 - - - 1 1 - - - 1 2 5

衆 議 院

小 選 挙 区選挙 第 1区

定 数 1

(平 8 . 1 0 .2 0 )

総 得票 数 49 ,106 T - 14,56 9 85 ,68 2 - 2 7,0 24 - 1,601 15,034 1 93,0 16

最 高 /I 49 ,106 - - 14,56 9 85 ,68 2 - 2 7,0 24 - 1,601 15,034 T
最 低 ;/ 49 ,106 - - 14,56 9 85 ,68 2 - 2 7,0 24 ～ 1,60 1 15,034

得 票率㈲ 2 5.44 - - 7 .5 5 4 4ー39 - 14 .00 T 0.83 7.79 10 0

候 補音 数 1 - - 1 1 I 1 - 1 1 6

衆 議 院

小選 挙 区選 挙第 2区

定 数 1

(平 8 .1 0 .2 0 )

総 得票 数 3 1,596 - - 4 ,89 4 53 ,169 - - 3,479 - - 93,138

最 高 ;/ 3 1,596 - - 4 ,89 4 53 ,169 - - 3,479 - - -

最 低 ;/ 3 1,596 - - 4 ,89 4 53 ,169 - - 3,479 - T -
得 票率㈲ 33.92 - - 5 .2 5 5 7.09 T - 3 .74 - - 100

候 補者 数 1 - - 1 1 - T 1 - - 4

県議会 議員 補欠選 挙

(熊 本 市 選 挙 区 )

定 数 3

(平 9 .1 2 .2 1

総 得票 数 3 2,425 - 15 ,9 91 - - - T T 69,92 5 118,34 1

* ,ォ 32,425 - - 15 ,9 91 - - - - - 33,052 -
最 低 // 32,425 - - 15 ,9 91 - - - - - 2 ,17 1 -
得票率 ㈲ 27 .40 - - 13▼51 . - - - - - 59 .0 9 100

候補者 数 1 - - 1 - - T - - 5 7

衆 議 院 小 選 挙 区

補 欠 選 挙 第 一 区

定 数 1

(平 1 0 . 6 .1 4 )

総得票 数 67,620 ll,2 25 I 23 ,240 - - 57,60 6 - - I 159 ,69 1

最 高 // 67,620 l l,2 25 - 23 ,240 T - 57,60 6 - - - P

最 低 // 67,620 l l,2 25 - 23 ,240 - T 57,60 6 - - - -

得票率 ㈲ 42 .34 7 .03 - 14▼55 - - 36 .0 7 - - 10 0

候補者 数 1 1 I 1 - - 1 - T - 4

参議 院議 員通常 選挙

(選 挙 埠 )

定 数 2

(乎 1 0 . 7 .1 2

総得 票数 111,558 - - 30,019 - - 118,32 3 - 5 ,708 T 2 65,60 8

最 高 // 81,39 4 - - 30,019 T - 118 ,32 3 - 5 ,708 T -
最 低 ;/ 30 ,164 - - 30,019 - - 118 ,32 3 - 5 ,708 - -
得票 率㈲ 42 .00 T - ll.30 - - 44 ▼5 5 - 2.15 - 1 00

候補 者数 2 - - 1 - - 1 - 1 - 5

熊 本 市 長 選 挙

(平 1 0 .l l . 8

総得 票数 - - - 29,759 - - - - - 1 28,048 1 57,8 07

最 高 ;/ - - 29,759 - - - - I 1 28,048 -

最 低 // - - - 29,759 T - - - - 1 28,048 -
得 票率㈲ - - - 18 .86 T I - - - 81.14 100

候 補者 教 - - - 1 - - T - - 1 2

熊 本 県 知 事 選 挙

(平 1 1. 1 ▼3 1 )

総 得票 数 - - - 22,98 1 - - - - T 130,228 153,2 09

最 高 /I - - - 22,98 1 - - - - - 100,734 -
最 低 // - - - 22,98 1 - T - - - 29,494 -
得 票率㈲ I - - 15 .0 0 - - - - - 85 .0 0 10 0

候 補音 数 - - T 1 - - - - - 2 3

県 議 会 議 員 選 挙

(熊 本 市 選 挙 区 )

定 数 1 8

(平 1 1▼ 4▼1 1 )

総 得票 数 113 ,159 - 37 ,0 55 14 ,94 6 - - 15,958 - - 92,46 4 2 73,58 3

最 高 ;/ 18 ,791 - 12 ,7 24 9 ,5 74 - - ll,842 - - 17 ,0 02 -

最 低 ;/ 3,956 - ll ,6 59 5 ,3 72 - - 4,116 - T 6 01 -

得 票率㈲ 4 1.36 - 13 ー54 5.4 6 - - 5.8 3 - - 33 .80 10 0

候 補者 数 9 - 3 2 - - 2 - - ll '.37

市 議 会 議 員 選 挙

5 2

(平 1 1 . 4 .2 5

総 得票 数 9 7,147 8,30 1 32 ,4 63 12 ,1 18 - - 14,88 3 80 9 5 -16 108 ,9 58 27 5,22 6

最 高 // 7,844 4,7 20 5 ,2 40 4 ,2 51 - T 5,62 8 80 9 54 6 5 ,6 41 -
最 低 ;/ 2,958 3,58 1 4 ,2 95 3 ,8 26 - - 3,89 3 80 9 54 6 197 T
得 票率(9'6) 35ー30 3 .02 l l.8 4 .40 - - 5 .4 1 0 .2 9 0 ー20 3 9.59 1 00

候 補者 数 21 2 7 3 - - 3 1 1 30 68

(注)各選挙の直近のものを記載

平成8年衆議院議員選挙における「諸派」は「自由連合」

国会議員及び県知事の選挙については、熊本市の投票結果を記戟

按分による小数点以下の得票数は省略

党派別の欄の「社民」については、平成8年10月の衆議院議員選挙までは社会党の数値を記載

平成10年参議院議員通常選挙における「諸派」は「自由連合」

衆・参議院議員選挙の比例代表選挙については記載なし
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19　名　誉　市　民 (平10. 8. 1現在)

徳富猪一郎(蘇峰)氏(昭和30年顕彰)

文久3年1月25日生まれ。近世日本の先覚者として、また、すぐれた思想家であった。熊本在住中は大江義

塾の創始者として子弟の教育に専念し、その啓蒙的影響が大であった。県近代文化功労者。

勲二等瑞宝章、文化勲章受章するが戦後辞退。

昭和32年11月2日逝去(94歳)

高橋守雄氏(昭和30年顕彰)

明治16年1月1日生まれ。第7代市長として、 3大事業などを完遂(二十三聯隊の移転、市電、上水道の開

設その他)熊本市の近代化、発展、繁栄につくし、また、教育者として、郷土教育の振興育成に活躍した。熊

日社会文化賞受賞。県文化功労賞受賞。勲三等瑞宝章受章。

昭和32年5月6日逝去(74歳)

細川護立氏(昭和35年顕彰)

明治16年10月21日生まれ。細川家16代当主、有斐学舎の舎長、また、肥後奨学会の総裁に就任、多額の奨学

金を出資し学徒の育成援護につくした。さらに国の文化財保護委員会委員として、本市の重要文化財、史跡名

勝などの保存活用に貢献した。文化功労者選考審査委員。勲四等瑞宝章受章。

昭和45年11月18日逝去(87歳)

福田令寿氏(昭和35年顕彰)

明治5年12月7日生まれ。医師開業のかたわら＼五高、医専などで教鞭をとり、子弟の教育に専念のほか、

社会文化、社会福祉関係の諸要職を歴任した。特に県の文化功労者に選ばれたほか、数々の叙勲、受賞に輝き、

郷土の社会文化、福祉の向上発展につくした功績は大きい。文部大臣表彰。県近代文化功労者。勲四等旭日小

綬章受章。

由和48年8月7日逝去(100歳)

宇野哲人氏(昭和44年顕彰)

明治8年11月15日生まれ。東京帝国大学で漢学、中国哲学の教授、名誉教授としてのすぐれた業績は、郷土

熊本の文運の興隆に、多くの影響をあたえた。また、現在わが国における漢学関係の学究者で、直接、間接に

氏の薫陶、影響を受けないものはないといっても過言ではない。県近代文化功労者。勲一等瑞宝章受章。

昭和49年2月19日逝去(98歳)

堅山熊次(南風)氏(昭和44年顕彰)

明治20年9月12日生まれ。横山大観画伯などに師事、日本画に精進し、その多くの作品のうえに肥後の郷土

色のにじみ出た芸術の香りがよく生かされている。

氏のすぐれた業績は、大観画伯と並んで日本画壇の最高峰に位置し、また、郷土文化の進展に大きく貢献し

た。県近代文化功労者。文化功労者。文化勲章受章。勲三等旭日中綬章受章。

昭和55年12月30日逝去(93歳)

後藤祐太郎(是山)氏(昭和54年顕彰)

明治19年6月8日生まれ。熊本における文化啓蒙家として郷土史の研究、文化活動において多大の功績があっ
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た。

俳句同人誌「東火」 (昭和2年「かわがらし」として創刊.昭和17年に改題。)主宰をはじめ、力作T肥後文

人画の研究」 「肥後国誌」等の著作、 「熊本市政七十年史」の編纂、 「県史」 「県議会史」の監修など、氏が手が

けた仕事は、名利を求めず時流にもおもねらず、ひたすら自己の真実を貫くその生活態度とともに、今日高く

評価されている。勲五等瑞宝章受章。県近代文化功労者。熊日社会賞受賞。

昭和61年6月4日逝去(99歳)

中村破魔子(汀女)氏(昭和54年顕彰)

明治33年4月11日生まれ。現代女流俳人の第一人者。氏の旬は女性特有のこまやかな情感に裏打ちされて艶

であり優であり且つ頭脳的であるところにその本領があるが、そのなかにはまた、常に変わらぬ故郷熊本を想

う純情がみなぎっているのも特徴の一つである。俳誌「風花」を主宰する傍ら、 「春雪」 「汀女句集」 「春暁」

「花影」 「都鳥」 「菩蕨粧ふ」など数々の句集をはじめ、 「ふるさとの菓子」 「その日の風」などの随筆集を刊行

し、女性俳句の隆盛はもとより文化の振興に多大の貢献があった。勲二等瑞宝章受章。文化功労者。県近代文

化功労者。

昭和63年9月20日逝去(88歳)
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(2)予算総括表
(単位　千円)

区 分 平 成 1 1年 度 当 初 予 算 平 成 1 0 年 度 予 算 比 較 仲 率

(A )I (B )

会 計 別 (A ) 当 初 予 算 (B ) 現 計 予 算 (A ) I (B ) (B )

一 般 会 計 2 1 8 ,4 0 0 ,0 0 0

%

4 8 .9 20 9 ,2 0 0 ,0 0 0

%

4 8 .2 2 2 6 ,66 7 ,8 3 3

%

4 9 .3 9 ,2 0 0 ,0 0 0

%

4 ー4

特 別 会 計 1 8 4 ,0 7 0 ,0 0 0 4 1 .2 18 1 ,7 8 0 ,0 0 0 4 1 .」 1 8 7 ,9 1 2 ,3 9 7 4 0 .9 2 ,2 9 0 ,0 0 0 1 .3

国 民 健 康 保 険 会 計 4 4 ,5 4 9 ,6 7 8 10 .0 4 1 ,3 3 9 ,9 9 7 9 .5 4 5 ,2 0 4 ,5 6 1 9 .8 3 ,2 0 9 ,6 8 1 7 .8

母 子 寡 婦 福 祉 資 金

貸 付 事 業 会 計
2 2 1 ,0 0 0 0 .0 23 5 ,00 0 0 .0 2 3 5 ,0 0 0 0 .1 △ 14 ,0 0 0 △ 6 .0

老 人 保 健 医 療 会 計 70 ,2 4 0 ,6 6 0 1 5 .7 6 9 ,6 2 7 ,3 9 1 1 6 .0 6 7 ,6 8 3 ,2 9 1 14 .7 6 13 ,2 6 9 0 .9

交 通 災 害 共 済 事 嚢 会 計 9 7 ,3 8 3 0 .0 9 7 ,2 6 2 0 .0 9 6 ,5 5 4 0 .0 12 1 0 .1

食 肉 セ ン タ ー 会 計 8 0 5 ,8 6 8 0 .2 5 8 8 ,4 1 3 0 一1 5 9 9 ,4 1 3 0 .1 2 1 7 ,4 55 3 7 .0

産 業 振 興 資 金 会 計 3 ,8 38 ,00 0 0 ー9 3 ,8 3 8 ,0 0 0 0 .9 3 ,8 3 8 ,0 0 0 0 .8 0 0

食 品 工 業 団 地

用 地 会 計
5 8 ,80 0 0 .0 8 1 ,0 0 0 . 0 ー0 5 8 ,8 0 0

競 輪 事 業 会 計 2 6 ,2 4 3 ,44 0 5 .9 2 8 ,5 3 1 ,8 2 5 6 .6 2 5 ,8 8 7 ,7 8 7 5 .6 △ 2 ,2 8 8 ,3 8 5 △ 8 .0

熊 本 城 会 計 7 0 1 Q Q O 0 .2 7 3 8 ,7 9 7 0 .2 7 18 ,8 0 6 0 .2 △ 7 ,4 0 5 △ 1 .0

地 下 駐 車 場 事 業 会 計 7 0 7 ,3 2 6 0 .2 7 0 5 ,2 5 9 0 .2 70 8 ,4 5 9 0 .2 2 ,0 6 7 0 .3

公 共 用 地 先 行

取 得 事 業 会 計
8 ,9 3 9 ,0 2 4 2 .0 5 ,9 8 1 ,7 6 0 1 .4 7 ,S 1 .8 2 ,9 5 7 ,2 6 4 4 9 .4

西 部 第 一 土 地 区 画

整 理 事 業 会 計
1 ,5 8 5 ,2 3 5 0 .3 1 ,57 0 ,4 2 4 0 .4 1 ,7 84 ,6 1 1 0 .4 14 ,8 11 0 .9

公 共 下 水 道 事 業 会 計 2 5 ,7 0 0 ,7 8 8 5 .7 28 ,02 4 ,3 27 6 .5 3 2 ,6 8 1 ,1 6 1 7 .1 △ 2 ,3 2 3 ,5 3 9 △ 8 .3

水 洗 便 所 改 造 資 金

貸 付 事 業 会 計
3 5 1 ,4 0 6 0 .1 36 5 ,7 5 2 0 .1 2 6 8 ,0 7 7 0 .1 △ 14 ,34 6 △ 3 .9

( 完 意 志 芦 品 芸 苦 )
1 3 5 ,7 9 3 0 .0 13 5 ,7 9 3 0 .0 △ 1 3 5 ,7 93

T 般 . 特 別 会 計 合 計 4 0 2 ,4 7 0 ,00 0 9 0 .1 3 9 0 ,9 8 0 ,0 0 0 9 0 .1 4 14 ,5 8 0 ,2 3 0 9 0 .2 l l ,4 9 0 ,0 2 .9

企 業 会 計 44 ,03 0 ,00 0 9 .9 4 2 ,9 8 0 ,0 0 0 9 ー9 4 5 ,0 4 2 ,0 3 6 9 .8 1 ,0 5 0 ,0 00 2 .4

産 院 会 計 59 4 ,58 0 0 .1 5 9 6 ,3 3 4 0 .1 6 4 1 ,3 4 7 0 .2 △ 1 ,7 54 △ 0 .3

市 民 病 院 会 計 1 3 ,6 5 2 ,5 79 3 .1 l l ,6 0 2 ,2 5 0 2 .7 l l ,95 7 ,5 8 9 2 .6 2 ,0 5 0 ,3 2 9 1 7 .7

酒 類 製 造 事 業 会 計 6 3 ,6 0 0 0 .0 6 5 ,8 0 0 0 .0 65 ,8 0 0 0 .0 △ 2 ,2 0 0 △ 3 .3

水 道 事 業 会 計 2 2 ,4 2 2 ,0 0 0 5 .0 2 3 ,4 9 2 ,0 0 0 5 .4 2 4 ,9 8 6 ,9 2 3 5 .4 △ 1 ,0 7 0 ,0 △ 4 .6

交 通 事 業 会 計 7 ,2 9 7 ,2 4 1 1 .7 7 ,22 3 ,6 16 1 .7 7 ,3 9 0 ,3 7 7 1 .6 7 3 ,6 2 5 1 .0

総 計 4 4 6 ,5 0 0 ,0 0 0 10 0 4 33 ,96 0 ,0 0 0 1 0 0 4 5 9 ,6 2 2 ,26 6 1 0 0 1 2 ,54 0 ,0 2 .9
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3 )一般会計性質別財源充当状況
(単位　千円)

区 分

性 質 別

平 成 1 1 年 度 当 初 予 算 平 成 10 年 度 当 初 予 算

予 算 額 特 定 財 源 一 般 財 源 予 算 額 . 特 定 財 源 一 般 財 i原樵

成

比

樵

成

比

1 人 件 費 4 6 ,10 8 ,2 2 5

%

2 1 .1 3 ,29 2 ,2 7 6 4 2 ,8 1 5 ,9 4 9 4 5 ,7 6 0 ,2 7 4

%

2 1 .9 3 ,4 3 8 ,5 2 0 4 2 ,3 2 1 ,7 5 4

2 物 件 費 2 2 ,2 2 6 ,8 13 10 .2 4 ,9 2 6 ,4 6 1 1 7 ,3 0 0 ,3 5 2 2 1 ,3 0 1 ,9 9 0 1 0 .2 5 ,2 2 1 ,2 8 9 1 6 ,0 8 0 ,7 0 1

3 維 持 補 修 費 3 ,0 8 3 ,4 17 1 .4 2 15 ,5 0 3 2 ,8 6 7 ,9 14 2 ,8 4 7 ,0 7 5 1 .4 6 4 4 ,4 9 3 2 ,2 0 2 ,5 8 2

4 扶 助 費 3 9 ,0 9 4 ,7 2 5 17 .9 24 ,4 2 7 ,1 2 8 14 ,6 6 7 ,5 9 7 3 7 ,15 4 ,6 9 7 1 7 .8 2 3 ,0 58 ,6 12 14 ,0 9 6 ,0 8 5

5 補 助 費 等 9 ,0 2 2 ,4 16 4 .1 2 ,1 14 ,0 2 0 6 ,9 0 8 ,3 9 6 7 ,5 5 6 ,3 0 0 3 .6 7 0 8 ,5 9 8 6 ,8 4 7 ,7 0 2

6 普 通 建 設 事 業 費 4 0 ,7 7 3 ,0 5 9 18 .7 3 1 ,37 7 ,4 4 4 9 ,3 9 5 ,6 1 5 3 8 ,3 8 2 ,7 7 4 1 8 .4 28 ,0 1 1 ,76 2 1 0 ,3 7 1 ,0 12

補 助 事 業 費 1 7 ,4 7 8 ,7 5 7 8 .0 1 5 ,12 4 ,4 6 1 2 ,3 5 4 ,2 9 6 1 5 ,16 8 ,14 4 7 .3 1 2 ,3 06 ,5 5 6 2 ,8 6 1 ,58 8

単 独 事 .業 l費 2 3 ,2 9 4 ,3 0 2 10 .7 1 6 ,2 5 2 ,9 8 3 7 ,04 1 ,3 1 9 2 3 ,2 14 ,6 3 0 1 1 、一 1 5 ,7 05 ,2 0 6 7 ,5 0 9 ,4 2 4

( 災 害 復 旧 事 業 費 ) 2 4 7 ,6 2 2 0 .1 2 30 ,4 3 2 1 7 ,19 0

9 公 債 費 3 6 ,8 7 8 ,6 3 1 16 .9 2 ,2 13 ,0 7 8 34 ,6 6 5 ,5 5 3 3 5 ,6 8 9 ,6 7 1 17 .0 2 ,14 4 ,0 9 7 3 3 ,5 4 5 ,5 74

10 積 立 金 6 6 2 ,6 0 9 0 .3 6 2 ,6 0 9 60 0 ,0 0 0 4 3 2 ,3 9 5 0 .2 3 1 ,0 2 1 4 0 1 ,3 74

11 投 資 及 び 出 資 金 9 9 ,5 9 5 0 .0 9 9 ,5 9 5 2 4 6 ,0 5 3 0 .1 2 4 6 ,05 3

1 2 貸 付 金 7 1 0 ,3 0 0 0 .3 56 5 ,0 0 0 14 5 ,3 0 0 7 79 ,5 0 0 0 .4 5 6 5 ,0 0 0 2 14 ,50 0

1 3 線 出 金 19 ,6 2 0 ,2 10 9 .0 1 ,14 6 ,7 13 18 ,4 7 3 ,4 9 7 18 ,7 3 1 ,6 4 9 8 .9 8 4 5 ,33 6 1 7 ,8 8 6 ,3 13

1 5 予 備 費 1 2 0 ,0 0 0 0 .1 12 0 ,0 0 0 70 ,0 0 0 0 .0 7 0 ,00 0

合 計 2 1 8 ,4 0 0 ,0 0 0 l o b 70 ,3 4 0 ,2 3 2 14 8 ,0 5 9 ,7 68 20 9 ,2 0 0 ,0 0 0 10 0 6 4 ,8 99 ,16 0 1 4 4 ,3 0 0 ,8 4 0
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( 4 )一般会計決算の推移

(歳　入)

区 分 金 額 (千 円 ) 構 成 比 (% )

款 年 度 7 8 9 1 0 l l 7 8 9 1 0 l l

1 0 市 税 8 0 ,5 3 9 , 7 4 7 8 4 ,3 3 2 ,7 5 1 8 6 ,6 9 9 ,2 7 8 8 5 ,5 5 4 ,7 6 6 8 4 ,9 1 5 ,5 1 9 3 2 ー3 3 8 .0 3 9 .4 3 7 .7 3 8 .9

1 5 地 方 譲 与 税 4 ,6 5 8 ,4 4 5 4 ,8 3 8 ,6 0 4 2 ,6 8 8 ,5 4 6 1 ,5 3 6 ,9 0 3 1 ,5 9 3 ,0 0 0 1 .9 2 .2 1 .2 0 .7 0 . 7

2 0 利 子 割 交 付 金 1 ,9 9 9 , 7 5 4

8 5 2 ,0 1 7

1 ,1 1 2 ,8 6 5 8 4 2 ,6 4 9 7 5 2 ,4 6 7 7 7 4 ,0 0 0 0 .8

0 ー3

0 .5

0 .4

0 .4 0 .3 0 .4

2 2 地 方 消 費 税 交 付 金
-

1 ,5 4 3 ,8 7 1 6 ,8 5 9 ,8 2 6 7 ,2 6 2 ,0 0 0 0 .7 3 . 0 3 .3

2 5 自 動 車 取 得 税 交 付 金 8 9 2 ,4 3 1 7 7 2 ,6 1 4 7 2 1 ,7 2 3 6 5 8 ,0 0 0 0 .4 0 こ3 0 .3

2 7 特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 1 3 4 ,5 2 0 1 3 6 ,5 7 3 2 7 7 ,1 4 3 3 1 4 ,2 6 3 2 8 3 ,0 0 0 0 . 0 0 . 0 0 . 1 0 . 1 0 .1

3 0 綿 製 ㌔ 腎 芽 符 窒

3 2 地 方 特 例 交 付 金

3 5 地 方 交 付 税

5 ,9 4 2

3 4 ,0 9 4 ,4 6 3

5 ,7 0 1

3 5 , 9 5 9 ,7 6 4

5 ,1 1 7

3 8 ,4 0 1 ,2 9 5

5 ,4 5 0

4 1 ,6 8 2 , 1 5 4

5 ,4 5 0

2 ,5 0 0 ,0 0 0

4 4 ,5 0 0 ,0 0 0

0 . 0

1 3 .6

0 .0

1 6 .2

0 .0

1 7 .4

0 . 0

1 8 .4

0 .0

1 .2

2 0 .4

4 0 番 預 り ㌔ 全 ㌔ 萱
17 4 ,3 8 8 1 7 5 ,4 5 6 1 7 6 ,6 5 9 1 7 9 ,8 2 8 1 7 9 ,0 0 0 0 .1 0 .1 0 .1 0 .1 0 . 1

4 5 分 担 金 及 び 負 担 金 2 ,7 6 2 ,0 8 5 3 ,0 0 1 ,9 3 6 3 ,1 9 6 ,5 4 3 3 ,5 6 6 ,0 1 1 3 ,5 7 6 ,0 2 9 1 .1 1 .4 1 .2 1 .5 1 .6

5 0 使 用 料 及 び 手 数 料 5 , 6 9 0 ,3 1 6 5 ,9 2 3 ,9 7 4 6 ,2 6 2 ,4 1 5 6 ,5 0 2 ,0 0 3 7 ,3 5 4 ,9 8 0 2 .3 2 .7 2 .8 2 .9 3 .4

5 5 国 庫 支 出 金 3 1 , 1 2 1 ,7 6 4 3 0 ,7 3 6 ,0 1 7 3 0 ,1 2 8 ,4 4 6 3 6 ,4 5 1 ,8 5 6 3 2 ,4 7 5 ,1 5 3 1 2 .5 1 3 .9 1 3 .7 1 6 . 1 1 4 .9

6 0 県 支 出 金 7 ,4 8 8 ,0 4 3 5 ,5 2 8 ,4 2 2 6 ,0 4 6 ,0 8 3 3 , 9 9 1 ,4 6 3 3 ,7 7 7 ,6 9 4 3 .0 2 .5 2 .7 1 .8 1 . 7

6 5 財 産 収 入 3 ,3 8 9 4 5 2 ,2 2 7 4 3 1 ,0 1 4 8 5 2 ,5 8 4 3 0 7 ,2 6 3 0 .4 0 .2 0 ,2 0 .4 0 .1

7 0 寄 付 金 6 6 ,2 5 3 1 0 ,8 8 1 7 2 ,7 5 1 1 4 6 ,7 8 6 3 0 .0 0 .0 0 .0 0 . 1 0 .0

7 5 繰 入 金 2 1 ,2 6 5 ,2 0 3 2 ,7 5 2 ,8 6 0 1 9 ,4 5 1 5 0 , 1 1 5 6 2 8 ,7 5 4 8 . 5 1 .2 0 .0 0 . 0 0 .3

8 0 繰 越 金 2 ,9 5 8 ,4 5 1 3 ,0 0 9 ,2 2 4 2 ,3 2 4 ,6 4 3 3 ,0 5 0 ,0 5 9 5 0 0 ,0 0 0 1 . 2 1 .4 1 .1 1 . 3 0 .2

8 5 諸 収 入 2 ,9 1 6 ,0 8 5 4 , 1 9 8 ,7 6 8 4 ,9 2 6 , 0 3 ,8 9 1 ,4 9 0 3 ,7 5 0 ,7 5 5 1 ー2 1 . 9 2 .3 1 .8 1 .7

9 0 市 債 5 1 ,9 0 0 ,1 0 0 3 8 ,6 9 5 ,0 0 0 3 5 ,4 4 9 , 6 0 0 3 0ー5 6 7 , 6 0 0 2 3 , 3 5 9 ,4 0 0 2 0 . 8 1 7 .4 1 6 .1 1 3 .5 1 0 .7

合 計 2 4 9 ,5 2 5 ,9 6 5 2 2 1 , 7 6 3 ,4 5 4 2 2 0 ,2 6 4 ,2 0 6 2 2 6 ,6 7 7 , 3 4 7 2 1 8 ,4 0 0 ,0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

(歳　出)

区 分 金 額 . (千 円 ) 構 成 比 (% )

款 年 度 7 8 9 1 0 l l 7 8 9 1 0 l l

1 0 議 会 費 1 ,0 4 4 ,9 0 1 1 ,1 2 2 ,6 4 0 1 ,0 7 7 ,0 3 3 1 , 1 0 7 ,9 5 3 1 ,1 6 6 ,5 5 6 0 -4 0 .5 0 .5 0 .5 0 , 5

1 5 . 総 務 費 1 9 , 5 0 0 ,4 6 7 1 8 ,6 9 6 ,0 1 7 1 8 ,2 1 8 ,5 4 5 1 9 , 3 2 5 ,3 8 4 2 0 ,3 0 8 ,1 9 4 7 .9 8 .5 8 .4 8 .8 9 .3

2 0 民 生 費 4 7 ,0 7 3 ,5 9 2 5 1 ,3 1 7 ,4 8 5 5 4 ,5 6 4 ,6 5 4 5 7 , 2 7 3 ,6 4 2 5 9 ,8 6 8 ,3 8 2 1 9 . 1 2 3 .4 2 5 . 1 2 6 . 1 2 7 .4

2 5 衛 生 費 1 2 ,5 4 8 ,9 5 4 1 3 ,1 0 8 ,9 5 2 1 5 ,9 6 0 ,9 9 6 1 8 ,2 6 2 ,5 6 9 1 7 ,4 7 6 ,3 2 8 5 . 1 6 .0 7 .4 8 .3 8 .0

3 0 労 働 費 2 2 6 ,0 2 2 1 3 0 ,3 3 3 1 3 ,9 0 6 1,7 4 7 6 ,4 9 3 0 . 1 0 . 1 0 ー0 0 .0 0 .0

3 5 農 林 水 産 業 費 5 ,6 7 8 , 5 2 3 6 ,0 2 0 ,5 5 4 4 ,8 3 0 ,9 4 8 4 ,8 3 4 ,0 6 5 4 , 2 9 1 ,1 8 0 2 .3 2 . 7 2 .2 2 .2 2 .0

4 0 商 工 費 4 ,9 4 9 ,8 1 4 5 ,4 0 8 ,0 4 3 5 ,2 4 3 ,2 0 0 4 ,9 6 8 ,9 5 9 4 , 1 3 5 ,2 4 5 2 .0 2 .5 2 .4 2 .3 1 .9

4 5 土 木 費 5 0 ,6 5 5 ,6 6 8 5 2 ,8 9 6 ,0 0 5 4 4 ,9 7 3 ,0 3 1 4 6 ,5 3 0 , 2 3 7 4 1 ,7 1 7 ,0 6 3 2 0 .6 2 4 .1 2 0 . 7 2 1 .2 1 9 .1

5 0 消 防 . 費 7 ,3 7 4 ,0 2 5 7 ,9 6 9 ,3 8 2 7 ,0 1 1 , 1 1 0 6 ,7 8 6 , 6 0 6 6 ,7 4 6 ,8 0 7 3 .0 3 .6 3 .2 3 .1 3 .1

5 5 教 育 費 2 9 ,4 9 9 ,1 0 4 2 9 ,7 8 3 ,5 2 7 3 0 ,6 0 1 ,3 4 9 2 3 ,2 3 5 , 4 0 3 2 3 ,6 4 0 ,8 2 1 1 2 .0 1 3 .6 1 4 .1 1 0 .6 1 0 .8

6 0 災 害 復 旧 費 8 7 ,6 3 1 4 ,7 5 0 2 7 3 ,4 4 3 3 2 6 ,5 1 0 0 0 .0 0 .0 o :i 0 . 1 0 .0

6 5 公 債 費 2 5 ,2 6 5 ,2 1 1 3 1 ,4 1 1 ,0 3 5 3 2 ,7 9 4 ,2 1 9 3 5 ,2 8 0 ,5 7 6 3 6 ,8 9 4 ,6 3 1 1 0 .2 1 4 .3 1 5 .1 1 6 .0 1 6 .9

7 0 諸 支 出 金 4 2 ,6 1 2 ,8 2 9 1 ,5 8 8 ,9 0 1 1 ,6 5 1 ,7 1 3 1 ,7 6 0 ,5 2 1 2 ,0 2 8 ,3 0 0 1 7 .3 0 .7 0 .8 0 .8 0 .9

7 5 予 備 費 0 0 0 0 1 2 0 ,0 0 0 0 .0 0 .0 0 .0 0 .0 0 . 1

合 計 2 4 6 ,5 1 6 ,7 4 1 2 1 9 ,4 5 7 ,6 2 4 2 1 7 ,2 1 4 ,1 4 7 2 1 9 , 7 0 1 ,1 7 2 2 1 8 ,4 0 0 ,0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

(荏) 10年度は決算見込額、 11年度は当初予算額を示す
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(5)財政指標(普通会計ベース)
(単位　千円)

年 度

区 分
6

伸

蝣蝣」

描

&
7

伸

率

描

ft
8

伸

辛

描

ft
9

伸

辛

描

ォ
1 0

伸

辛

揺

V i

基 準 財 政 需 要 額 9 2 ,2 3 9 ,9 7 9

%

2 .9 10 0 9 6 ,1 5 7 ,8 2 7

%

4 .2 1 0 4 10 2 ,8 6 7 ,1 5 1

%

7 .0 1 1 2 1 0 7 ,6 7 8 ,7 7 2

%

4 .7 1 1 7 1 1 1 ,9 0 0 ,9 0 0

%

3 .9 1 2 1

基 準 財 政 収 入 額 6 2 ,1 1 4 ,7 1 9 2 .4 10 0 6 5 ,7 6 6 ,0 6 5 5 .9 1 0 6 6 8 ,2 0 6 ,2 1 6 3 .7 1 1 0 7 0 ,4 5 2 ,6 0 1 3 .3 1 1 3 7 1 ,8 8 3 ,8 3 7 2 .0 11 6

標 準 税 収 入 額 8 2 ,2 8 9 ,5 1 2 2 .4 10 0 8 7 ,1 4 9 ,3 8 2 5 .9 1 0 6 9 0 ,3 8 7 ,7 5 2 o .7 1 1 0 9 3 ,3 5 7 ,5 8 0 3 .3 1 1 3 9 5 ,2 6 4 ,9 9 8 2 .0 1 16

標 準 財 政 規 模 1 1 4 ,2 9 5 ,7 4 9 2 .8 lo o 1 2 0 ,0 5 7 ,9 4 3 5 .0 1 0 5 1 25 ,1 0 1 ,7 3 0 4 .2 1 0 9 1 3 0 ,4 8 7 ,0 4 5 4 ▼3 1 1 4 13 5 ,2 8 4 ,3 6 1 3 ,7 1 18

財 政 力 指 数 0 .6 7 1 0 .6 7 8 0 .6 7 3 0 .6 6 7 0 .6 5 3

実 質 収 支 比 率 ㈲ 0 .5 0 .9 0 .7 1 .1 1 .7

経 常 収 支 比 率 ㈲ 8 2 .7 8 3 .2 8 9 .4 8 8 .5 8 8 .7

公 債 費 比 率 ㈲ 1 7 .7 1 8 .1 2 1 .8 2 1 .6 2 2 -2

(注) 10年度は決算見込額
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税 目 税 率 納 期 限

(ウ) 四輪以上のもの

乗用 の もの 惜 芸詔宇‥宝鑑胃

貨物用のもの 惜 霊歌 333日

(⇒ 雪上車 2,400円
3 小型特殊自動車
(ア) 農耕作業用のもの 1,600円
(イ) その他のもの 4,700円

4 二輪の4、型自動車
総排気量が250cc超 LOO0円

5/ 1- 5/ 31

市 た ば こ 税
製造タバコ1,000本につき2,668円
(旧3 級品の製造タバコは1,000本につき1,266円) 毎月末日

特別土地保有税

土地の保有に対して課するもの 忠 一

3
土地の取得に対して課するもの li面

土地の保有に係るもの (保有分) 5 月末日

土地の取得に係るもの (取得分)

8 月末日 2月末日

事 業 所 税

1 既設分 既設分 .
(ア) 資産割 事業所床面積 1 m2につき 法人 各事業年度終了の日から2 カ月以内

年600円

(イ) 従業者割 従業者給与棚 の 笛

2 新設分

個人 その年の翌年 3月15日

新設分
新増設事業所床面積 1 m2につき6,000円 新増築した日から2 カ月以内

入 埠 税 入場客 1人 1 日につき 150円 毎月15 日まで
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( 2)納税義務者の推移

年 度

税 目
6 7 8 9 10

市

氏

秩

I

価

人

普 均 等 割 の み 12 ,0 5 8 1 3 ,78 3 1 3 ,9 1 4 1 4 ,0 6 6 3 4 ,3 2 1

過 所 得 割 の み 2 2 ,4 6 2 2 3 ,5 15 2 3 ,2 9 1 2 2 ,3 4 0 15 ,8 56

ft 完 全 納 税 者 7 5 ,0 5 5 7 6 ,59 8 7 9 ,6 0 5 8 1 ,3 6 4 59 ,1 60

収 計 10 9 , 57 5 1 1 3 ,8 96 1 16 ,8 10 1 17 ,7 7 0 1 09 ,3 3 7

特
均 等 割 の み 2 , 34 1 2 ,9 7 2 3 ,15 8 2 ,9 4 9 13 ,8 6 6

別 所 得 割 の み 2 1 , 33 6 1 9 ,4 8 2 2 2 ,3 14 2 2 ,5 4 9 18 ,7 9 4

敬 完 全 納 税 者 1 3 4 ,95 6 1 3 6 ,2 6 9 13 7 ,8 9 8 13 9 ,5 6 2 1 28 ,8 4 7

収 計 1 5 8 ,63 3 1 5 8 ,7 2 3 1 6 3 ,3 7 0 16 5 ,0 6 0 1 6 1 ,5 0 7

/j、 計 2 6 8 ,20 8 2 7 2 ,6 1 9 2 80 ,18 0 28 2 ,8 3 0 2 7 0 ,8 4 4

法 人 調 走 件 数 ▼2 6 ,9 1 9 2 7 ,9 4 1 2 8 ,3 0 3 2 8 ,4 6 2 2 9 ,0 0 2

固 資 土 地 及 び 家 屋 1 6 6 ,2 1 0 17 0 ,5 6 5 1 7 3 ,9 7 4 1 7 6 ,8 0 6 17 9 ,2 2 3

i」

定 義

償 却 資 . 産 (3 ,5 2 0 ) (3 ,7 8 0 ) ( 3 ,8 5 0 ) ( 3 ,9 9 5 ) (3 ,9 9 2 )

小 計 . 1 6 6 ,2 1 0 17 0 ,5 6 5 1 7 3 ,9 7 4 1 7 6 ,8 0 6 17 9 ,2 2 3

軽 自 動 車 税 1 6 6 ,3 1 7 16 8 ,0 8 6 1 6 8 ,3 3 8 1 6 8 ,0 7 4 16 8 ,3 8 8

合 計 6 2 7 ,6 5 4 63 9 ,2 1 1 6 5 0 ,7 9 5 6 5 6 ,1 7 2 64 7 ,4 5 7

対 前 年 度
増 加 数 7 ,4 1 5 l l ,5 5 7 ll ,5 8 4 5 ,3 7 7 △ 8 ,7 1 5

伸 び 率 ( % ) 1 0 1 10 2 10 2 1 0 1 9 9

(荏)償却資産に係る( )は土地及び家屋に含む。

(3)市税収入状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　千円)

年 度

税 目

9 1 0 .

調定 額 収入 額 収 入 率 ( % ) M '-& m 収入 額 収 入 率 ( % )

市
-個 人 分

普 通 徴 収 1 0 ,1 1 7 ,0 4 4 9 ,2 7 2 ,7 6 2 9 1 .7 8 ,7 5 1 ,4 8 8 8 ,0 8 7 ,6 4 5 9 2 .4

特 別 徴 収 2 1 ,7 0 8 ,5 1 5 2 1 ,6 0 9 ,4 4 8 9 9 .5 1 9 ,7 7 3 ,6 5 4 1 9 ,6 9 8 ,6 4 1 9 9 .6

K

梶

計 3 1 ,8 2 5 ,55 9 3 0 ,8 8 2 ,2 10 9 7 .0 2 8 ,5 2 5 ,1 4 2 2 7 ,7 8 6 ,2 8 6 9 7 .4

法 人 分 l l ,2 10 ,18 9 l l ,13 0 ,0 0 4 9 9 .3 1 0 ,9 2 2 ,0 7 9 1 ,0 8 5 ,8 1 7 9 9 .4

小 . 計 4 3 ,0 3 5 ,74 8 4 2 ,0 12 ,2 14 9 7 ー6 3 9 ,4 4 7 ,2 2 1 3 8 ,6 4 4 ,4 6 3 98 .0

固

JtヌE
餐

産

秩

固定 資 産 土地家屋償却資 産 3 2 ,9 7 3 ,84 1 3 1 ,6 5 5 ,5 7 3 96 .0 3 4 ,4 7 2 ,4 3 3 3 3 ,0 8 6 ,1 3 6 9 6 .0

交 付 金 3 1 1 ,1 5 5 3 1 1 ,15 5 1 00 .0 3 10 ,2 15 3 1 0 ,2 1 5 1 0 0 .0

小 計 3 3 ,2 8 4 ,9 9 6 3 1 ,96 6 ,7 2 8 96 .0 3 4 ,7 8 2 ,6 4 8 3 3 ,3 9 6 ,3 5 1 9 6 .0

軽 自 動 車 税 54 9 ,3 1 9 53 0 ,4 9 9 9 6 .6 5 6 5 ,8 5 4 54 5 ,0 7 9 9 6 .3

特 別 土 地 保 有 税 3 2 1 ,6 1 7 29 5 ,79 6 9 2 .0 4 6 9 ,2 6 3 3 2 2 ,3 8 5 6 8 .7

入 湯 税 2 2 ,9 9 2 22 ,5 55 98 .1 2 3 ,8 3 0 2 3 ,3 5 5 3 .0

事 業 所 税 1,8 8 9 ,7 2 9 1 ,8 6 7 ,6 55 9 8 .8 2 ,19 1 ,70 5 2 ,1 7 3 ,10 5 9 9 .2

都 市 計 画 税 4 ,8 2 6 ,9 8 5 4 ,6 3 3 ,78 8 9 6 .0 5 ,0 1 1 ,5 74 4 ,8 0 9 ,7 4 5 9 6 .0

た ば 税 4 ,0 0 0 ,4 7 9 4 ,0 0 0 ,2 02 1 0 0 .0 4 ,0 9 3 ,9 2 1 4 ,0 9 3 ,7 0 0 1 0 0 .0

合 計 8 7 ,9 3 1 ,8 6 5 8 5 ,3 2 9 ,4 3 7 9 7 .0 8 6 ,5 8 6 ,0 16 8 4 ,0 0 8 ,18 3 9 7 .0

滞 納 繰 越 . 分 8 ,8 4 0 ,1 5 6 1 ,3 6 9 ,8 4 1 1 5 .5 9 ,5 3 5 ,5 3 2 1 ,5 4 6 ,58 3 16 .2

総 計 9 6 ,7 7 2 ,0 2 1 8 6 ,6 9 9 ,2 78 3 .6 9 6 ,1 2 1 ,5 48 8 5 ,5 5 4 ,76 6 8 9 .0
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(4)納税貯蓄組合
(単位　千円)

区 分

* 」

級

合

数

組 合

員 数

税 目

調 定 額

(A )

組 合 納 付 額 収 入 率

>

事 務 費

交 付 金

(C )

割 合

(A )('

* ft H

交 付 基 準件 数 金 額 (B )

6 5 73 29 ,9 5 0

市 民 税 8 ,18 3 ,9 9 7 20 ,75 3 6 50 ,26 5 7 .9

5 8 ,09 8 0 .1

納 期 内 に 完 納

した 市 税 の
固 定 資 産 税 33 ,1 52 ,15 1 73 ,42 9 3 ,4 53 ,26 4 1 0 .4

軽 自 動 車 税 49 7 ,2 8 0 9 ,45 5 28 ,52 5 5 ,7 6 0 年 度 以 降 は

計 4 1 ,8 33 ,4 2 8 1 03 ,63 7 4 ,1 32 ,0 54 9 ,9 . 1 ,111'I

2 ,40 0 円 ) と 領

7 5 62

市 民 税 9 ,0 72 ,4 8 5 2 1 ,11 2 7 54 ,43 8 8 .3

5 8 ,58 5 0 .1

固 定 資 産 税 3 5 ,6 34 ,0 5 9 68 ,65 9 3 ,5 12 ,8 79 9 .9 収 書 1 枚 に つ

29 ,8 0 7

軽 自 動 車 税 5 18 ,6 5 7 8 ,64 2 26 ,9 02 5 .2
き 10 円

均 等 割 鋳 収 書

に つ い て は 1

計 4 5 ,2 25 ,2 0 1 98 ,41 3 4 ,2 94 ,2 19 9 .5

8 5 28

市 民 税 8 ,94 9 ,6 5 6 20 ,28 6 7 04 ,64 3 7 .9

5 7 ,94 5 0 .1

国 定 資 産 税

2 9 .60 2

3 7 ,8 01 ,9 4 0 66 ,19 4 3 ,6 5 5 ,34 0 9 .7

軽 自 動 車 税 5 36 ,0 7 5 !,3 10 26 ,4 55 4 .9 枚 につ き5 0 円

計 4 7 ,2 87 ,6 7 1 94 ,79 0 4 ,3 8 6 ,4 38 9 .3

9 4 9 9

市 民 税 1 0 ,1 17 ,0 4 4 18 ,79 4 6 94 ,7 6 1 6 .9

5 5 ,1 50 0 .1

固 定 資 産 税

2 8 .62 6

3 7 ,8 00 ,8 2 6 62 ,29 5 3 ,5 0 8 ,8 12 9 3̀

軽 自 動 車 税 5 49 ,3 1 9 7 ,70 1 2 5 ,1 17 4 .6

計 4 8 ,4 67 ,18 9 3 ,79 0 4 ,2 28 ,6 90 8 .7

1 0 4 7 7

市 民 税 1,7 5 1,4 8 8 12 ,02 3 5 5 8 ,3 36 l 6 A

52 ,3 8 6 0 .1

固 定 資 産 税

2 3 ,05 3
軽 自 動 車 税

3 9 ,4 84 ,0 0 7

5 65 ,8 5 4

59 ,19 9

6 ,4 12

3 ,4 7 8 ,4 32

2 1 ,2 70

8 ‥8

3 .8

計 4 8 ,8 0 1,34 9 7 7 ,63 4 4 ,0 5 8 ,0 38 8 .3

(注)調定額は納税組合の対象となるものについて計上し、固定資産税には都市計画税を含む。

22　土地開発公社

名　　　　　称　　熊本市土地開発公社

設立年月　日　　平成7年11月10日

目　　　　　的　　熊本市土地開発公社は、公有地の拡大の推進に関する法律(昭和47年法律第66号)に基づき、

公共用地、公用地等の取得、管理、処分等をおこなうこと等により、地域の秩序ある整備及

び市民福祉の増進に寄与することを目的とする0

事　　　　業　　次に掲げる土地の取得、造成その他の管理及び処分を行うこと。

( 1 )公有地の拡大の推進に関する法律(昭和47年法律第66号)第4条第1項又は第5条

第1項に規定する土地

( 2 )道路、公園、緑地その他の公共施設及び公用施設の用に供する土地

上記の業務に附帯する業務を行うこと。

役　　　　員　　理　事　長　　助　　役　　副理事長　　助　　役
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常務理事　　総務局長

理　事　　教育長　交通事業管理者　水道事業管理者

企画調整局長　市民生活局長　健康福祉局長

環境保全局長　経済振興局長　都市整備局長

建設局長　消防局長

監　　事　　収入役　企画広報部長

役員の任期は2年、ただし再任をさまたげない。

資本金及び資金　基本財産　20,000千円(市出資金)

資金は市の債務保証を得て市中金融機関より借入している。

利　　率　　年5.0%以内

事　業　実　績

平成10年度事業

(1)公有地取得事業

辛 .業 名
執 行 額

備 考
面 積 金 額

教 育 施 設 用 地

2Ill
14 ,673.76

円

518,108,14 1 帯山中学校拡張用地外 3 件

公 園 用 地 6 ,270.62 268 ,706,64 2 上立田北鶴公 園用地外 3 件

道 路 改 良 用 地 292.83 123 ,589 ,025 長嶺町小 山町第 2 号線道路改良工事用地外 1件

そ の 他 の 用 地 4 ,507 .70 49 ,865 ,350 瑚 卜ー自然歩道利用拠 点用 地

合 計 25 ,744 .91 960 ,2 69 ,158

(2)公有地売却事業

事 業 名
執 行 額

備 考
S i fs 金 額

公 園 用 地

2n1
5 ,087.14

円

422 ,240 ,212 秋津三丁 目公園用 地外 1 件

道 路 改 良 用 地 7 19 .48 162 ,267 ,686 坪井 6 丁 目打越第 1 号線 道路改良工事用地

合 計 5 ,806 .62 584 ,5 07 ,898
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23　土地開発基金

設　　置　公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取得する必要のある土地をあらかじめ

取得することにより、事業の円滑な執行をはかるため、熊本市土地開発基金を設置する。

基金の額　2,470,784千円(平11.3.31現在)

運用の範囲　基金は上記の目的を達成するため、土地を先行取得するほか、熊本市土地開発公社の土地取得事

業に貸し付けることができる。 (貸付利率　年3%)

24　市　庁　舎　概　要

市庁舎は、昭和54年3月に着工、昭和56年11月落成し、 17年を経過している。建設にあたっては、建物を

新しくするばかりでなく、内容的にも市庁舎はどうあるべきかとの基本理念を踏まえ、住民サービスに直結

する窓口部門を集中するなど市民への配慮を行うとともに、環境への負担に配慮しつつ執務環境の向上を目

指した。

また、昭和11年に建設された旧熊本地方貯金局である花畑町別館は、地下1階地上4階建ての建物で築後

相当年数経過しているが、毎年計画的に補修を行い、耐用年数の延長を図るとともに執務環境を改善しなが

ら利用している。

(1)建物概要

所　在　地

敷地面積

建築面積

延　面　積

構造・規模

手取本町1番1号

10,007.20m2

5,583.54m2

3,709.43m2 (他に駐輪場83.70m2がある)

高層棟　　鉄骨造　　地下2階地上15階建

議会棟　　鉄骨鉄筋コンクリート造　　地上6階建

高　　　さ　　高層棟　　軒高2.10m

議会棟　　軒高26.00m

工　　　期　　着　工　　昭和54年3月17日

竣　工　　昭和56年10月31日

総事業費　112億2,000万円

財源内訳　基　金　62億5,000万円

起　債　　47億3,000万円

一般財源　2億4,000万円

事業費内訳　建築工事　65億3,000万円

設備その他工事　36億6,000万円

委託費　　5億6,000万円

備品費　　4億7,000万円

(2)建物の特色・特徴

ア　窓口事務部門の集約化

市民課を中心として窓口部門を1-2階に集中的に配し、その間をエスカレーター2基で結ぶことにより、

立体的総合窓口化を図った。
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イ　市民ホール、展示ホール等の設置

市民のコ'ミュニティの場、憩いの場としてのスペースを確保するため、市民ホール、展示ホール、展望ロビー

等を設置している。

り　美術文化の導入

庁舎建物に地域性、芸術性等の文化的潤いを加味するよう努め、地元画家の壁画をはじめ、彫刻、美術、照

明、壁掛、美術パネル等の美術装飾を積極的にとり入れた。

工　熊本城との調和

庁舎前面に位置する熊本城との調和を保つため、庁舎の形状について高層棟は直線的でシンプルなものとす

る一方、議会棟には和風様式をとり入れている。また、外壁の色調は渋い茶褐色とし、お城の緑と調和を図っ

た。

オ　身体障害者への配慮

身体障害者対策として、出入口は全てスロープ式とし自動ドアを取り付けているほか、エレベーターには特

別な装置を施しており、専用トイレも8カ所設置している。

また、バリアフリーの観点から障害者にも優しい庁舎を目指し、各種の取り組みを行っている。

力　防災設備

風水害、火災あるいは地震等に対しては、防潮板やスプリンクラーの取り付け、バルコニーの設置など設計

上からも万全を期しており、特に耐震性は阪神・淡路大地震にも耐える建物である。

キ　省エネルギー対策

高層棟の各階にはバルコニーが設置されているため、これが日本家屋の軒庇の効用と同じく太陽直射熱を遮っ

て、外部からの熱負荷を軽減させている。

また、窓ガラスは断熱性の高い複層ガラスを用いているほか、外壁については内貼材(スタイロホーム)を

使用して断熱効果を高めている。

(3)熊本市役所駐車場

所 在 地 下通1丁目1番8号

開 設 年 月 昭和55年4月

総 面 積 8,054m!

収 容 台 数

35m …≡ ……台 蓋藍 ……台

駐 車 料 金

区 分 駐 車 料 金

1

月曜日から金曜日まで 午前8時30分から 規則で定める用務先 1) 駐車を開始した時から1時間以内は100円

(休日を除く) 午後5時30分まで 確認印がある場合 (2) 前号の時間を超えて駐車するときは、1時間までごとに150円

規則で定める用務先 1) 駐車を開始した時から1時間以内は400円

確認印がない場合 2) 前号の時間を超えて駐車するときは、1時間までごとに150円

2

月曜日から金曜日まで 午後5時30分から 規則で定める用務先 1) 駐車を開始した時から1時間以内は100円

(休日を除く) 午後10時まで 確認印がある場合 2) 前号の時間を超えて駐車するときは、1時間までごとに150円

規則で定める用務先 (1) 駐車を開始した時から1時間以内は3∝旧
確認印がない場合 (2) 前号の時間を超えて駐車するときは、1時間までごとに150円

3

土曜日、日曜El及び 午前8時30分から 規則で定める用務先 (1) 駐車を開始した時から1時間以内は100円

休日 午後10時まで 確認印がある場合 (2) 前号の時間を超えて駐車するときは、1時間までごとに150円

規則で定める用務先 (1) 駐車を開始した時から1時間以内は300円

確認印がない場合 (2) 前号の時間を超えて駐車するときは、1時間までごとに150円

備考 駐車場の閉鎖時刻までに出庫しなかった場合における閉鎖時刻から翌日の開始時刻までの料金は、1時間までごとに150円を別

に徴収する0

営 業 概 要 台 数 one cnq台

(平成9年度) 収 入 89,211,900円
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(4)熊本市自転車駐車場

近年、ミニバイク等の二輪車の増加は著しく、市街地中心部における放置二輪車は、防災上、歩行者の安全

性、都市美観等に影響をおよぼしている。市庁舎周辺地域でも相当数の放置二輪車があり、それらを整理、収

容するため、また土地の高度利用の面からも上層階には、庁舎に付随する会議室等を配置している。

駐輪施設としては自走式で半地下階から4階までを使用し、安全性や維持管理を考慮したテレビ監視システ

ムや自動放送システム等を取り入れている。

所　在　地

開設年月日

敷地面積

建築面積

延　面　積

構　　　造

建　設　費

花畑町9番1号(市役所別館内)

昭和61年1月11日

703.43m2

434.99m2

3,401.21m2 (駐車場部分1,742.96m2)

鉄骨造　8階建(一部半地下)

388,000千円

収容台数　740台

利用台数10年度　延331,014台
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位　置　図

九州電力熊本支店跡地

■書〇m

花畑町別館

職員研修センター

市史編纂室

市街地開発課 街路課

西部第一土地区画整理事務所

第 2 入札室 監理課閲覧室

熊本城整備振興課 都市用地課

下水道技術セ ンター

平和生命ビル

施設課

教育委員室 教育長室
総務課 教育企画課

学校教育課 指導課
同和教育指導室

健康教育課 文化財課

社会教育課

社会体育課
体育施設管理事務所

熊
本
市
役
所

胡漸別館
n自転車駐車場

住友生命ビル

「「「「1　1 「

市役所別館

大会議室

文化振興課一

人権 プロジェク ト

外部監査委員室

統計課 行政資料室

調達課 第 1 入札室

自転車駐車場

住友生命ビル

下水道管理課
下水道計画課
下水道建設課

(選挙管理委員会事務局)

総務課 選挙課

-93-

旧鉄道郵便局

熊本駅周辺整備事務所

九州電力熊本支店跡地

(国民体育大会事務局)

給務企画課 競技式典課

宿泊輸送課

産業文化会館

金融経営相談課
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本 庁

1̂ ^ ^ ^ ^
機械室 機械室

展望ロビー レストラン 大ホール

監査委員室 監査第一課 監査第二課 人事委員室 人事委員会事務局

農業委員会事務局 情報公開窓口 地域振興券交付事業推進室

国際交流課 生活安全課 交通安全推進室 男女共生推進課 青少年育成課

用地課 用地調整室 工事技術検査室 治水管理課 河川整備課

都市整備局長室 都市計画課 景観整備課 交通計画課

建築指導課 公園管理課 公園建設課

観光物産課 競輪事業部庶務課 競輪事業部事業課 道路相談室

道路管理第一課 道路管理第二課 道路維持課 道路建設課

建設局長室 監理課 建築森 設備課

施設保全課 住宅建設課 住宅管理課

経済振興局長室 経済企画課 雇用福祉対策室 商工課

農政企画課 農業経営課 生産流通課 耕地課 水産振興課

環境保全局長室 環境企画課 緑保全課 水保全課 事業管理課

減量美化推進課 浄化対策課 行政改革推進プロジェクト 総合支所担当

健康福祉局長室 保健福祉管理課 指導監査室 健康増進課

介護保険課 人事課 共済組合事務局 職員厚生課 管財課

委員会室 市長室 :助役室 秘書課 .

議場 議員控室
渡り 企画調整局長室 企画調整課 広報課

廊下 総務局長室 総務課 財政課

議長室 副議長室

議員控室

(議会事務局) 庶務課 議事課

市民生活局長室 .地域づくり推進課 地籍調査課 児童家庭課

情報システム課 情報企画課 総合防災課 浄書室

収入役室 会計室 主税課 市民税課 資産税課 納税課 同和対策室
委員会室

福祉総務課 高齢福祉課P 保護第一課 保護第二課 喫茶室

市民交流サロン 市民課 国民健康保険課 国民年金課 福祉総合相談課 ′ 障害福祉課

総合案内 水道料金納入所 指定金融桟関 C D コーナー

衛生管理室 レストラン 守衛室 時間外出入口

C D コーナー 理容室 美容室 売店 郵便局 防災センター 車庫

機械室 中央監視室
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